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本ガイドは一般的な性質を有するものであり、特定の個人または団体の事情に対応することを意図したものではありません。弊
社は正確かつタイムリーな情報の提供に努めていますが、当ガイドが受け取られた日時点で当該情報が依然として正確であるこ
と、または将来にわたって正確であり続けることを保証することはできません。実際に具体的な問題が生じた場合には、ベトナ
ムの法令を参照し、適切な専門家の助言を得ることがしばしば必要となります。追加の専門的指導が必要な場合には、弊社は喜
んでコンサルティングを提供し、どのような点でお役に立てるかを検討いたします。
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序文

Nguyen Chi Trung

Chairman & CEO

ベトナムは2025年、GDP成長率8.02％を達成し、中東情勢の緊迫化、貿易ルートの混乱、米国の関税政

策の変動、さらには継続するコスト上昇圧力といった厳しい国際環境にもかかわらず、域内でも高い成長

を遂げました。この力強い成長は、堅調な輸出、安定したFDIの流入、加速する公的投資、そして安定し

たマクロ経済基盤に支えられたものです。さらに重要なのは、ベトナムが外部環境による逆風を乗り越え

たことにとどまらず、次なる成長段階に向けた基盤を着実に強化していることを示した点にあります。

2026年は、2030年に向けた新たな発展段階の始まりであり、ベトナムはより野心的な経済成長戦略を推

進しています。成長の速度からその質へと重点が移りつつあり、生産性、イノベーション、そしてグロー

バル・バリュー・チェーンへのより高付加価値な参加が一層重視されています。この移行は、世界的不確

実性の高まり、貿易規制の厳格化、競争圧力の激化によってさらに後押しされており、経済の高度化と制

度改革の緊急性が一層際立っています。

投資家にとって、これはベトナムが従来の理由に加え、新たな理由によって引き続き魅力的な投資先であ

り続けることを意味します。ベトナムは引き続き安定した経済環境、輸出優位性、若くて豊富な労働力、

そして世界的な貿易ネットワークへの深い統合による広範な市場アクセスを提供しています。同時に、ベ

トナムはこれらの確立された強みを活かし、より高付加価値な投資環境を積極的に構築しています。ガバ

ナンスの近代化と規制の実効性向上を図る広範な制度改革に加え、戦略産業の優先、人材育成への投資、

イノベーションの促進を通じて、長期的な競争力の強化に努めています。

この変革は、2025年を通じて活発化した規制改革の動

きにも反映されています。新法や改正法により、投資、

税制、ビジネスコンプライアンスにわたる変更が導入

されました。これらの動きは投資家にとって新たな検

討事項を生み出す一方で、ベトナムがより透明で効率

的かつ国際的に整合性のあるビジネス環境を構築する

ための継続的な努力を示すものでもあります。

こうした背景のもと、 Doing Business in Vietnam 2026

を作成いたしました。本刊行物が、投資家および企業

の皆様にとって、変化への対応、新たなビジネス機会

の発掘、そしてベトナムの次なる発展段階への参画に

資する実践的な情報となることを願っています。
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Grant Thornton Vietnamは、 Ho Chi Minh市投資貿易促進セン
ター（ITPC）をパートナーとして迎え、本刊行物を発行し、変
化し続けるベトナム市場でのビジネスチャンスを探る皆様に貴
重な知見を提供できることを光栄に思います。

Ho Chi Minh市投資貿易促進センター（ITPC）

ITPCは、Ho Chi Minh市人民委員会の管轄下にある政府機関であり、ベトナム有数
の経済都市であるHo Chi Minh市において、貿易の促進、投資誘致、および企業支援
を担っています。幅広いネットワーク、豊富な経験、そして国内外の市場に対する
深い知見を活かし、世界の投資家とベトナムのビジネス機会をつなぐ重要な架け橋
としての役割を果たしています。

お問い合わせ

住所: 51 Dinh Tien Hoang, Tan Dinh Ward, 

Ho Chi Minh City
電話番号: (84-28) 38236738 - 39101304

ファクス: (84-28) 38242391

メール: itpc@itpc.gov.vn
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国概要
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4つの主要な役割

政府・行政改革

• ベトナムは63省市（日本の都道府県に相当）を34省市
（約46％削減）に再編しました。また、これまで省市
、区県、社という3つの級（階層）からなる行政管理の
構造から第2級レベルの区県を廃止し、第3級レベルの
行政単位の社（坊・社・町）を67%削減しました。

• 2026年4月30日付のResolution No. 30/2026/QH16に基
づき、Dong Nai省はベトナムで7番目の中央直轄市とな
りました。一方、Quang Ninh省とBac Ninh省は、それ
ぞれ2026年4月7日付のConclusion No. 20-KL/TWおよび
2026年6月20日付のConclusion No. 52-KL/TWに基づき
、同様の地位を取得するための原則承認を得ました。

• この改革により、5つの省庁および省庁相当機関、3つ
の政府機関、全30の総局、ならびに数千の下部組織が
削減され、国家機構が効率化されました。

• この再編により、年間約VND 39兆の経費節減が見込ま
れています。

Hanoi

Hai Phong

Hue

Da Nang

Ho Chi Minh City

Can Tho

2025年から継続している
行政再編およびガバナンス改革

ベトナムは、ベトナム共産党（CPV）の指導下にある社会主義共和国です。ベトナム共
産党は国家政策の方向性を決定する中核的役割を担い、投資家に対して概して安定した
政治・政策環境をもたらしています。

書記長

全体的な政治・
戦略的方向性を決定

国会

立法権を行使し・

法律を可決

党 立法府

首相

行政執行・

経済運営を指揮

国家主席

国家を代表し・

外交を統括

政府国家

Dong Nai

情報源: National Statistics Office (NSO), Vietnam Government Portal (VGP), Communist Party of Vietnam Portal 
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2025年の統治改革の成果

行政改革と電子政府の導入

91.74%
オンライン提出書類
（総数42百万件中）

↓3,466件
行政手続き数

↓1,754件
事業条件数

↓53%
処理時間

↓54.6%
コンプライアンス・

コスト
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経済の基礎的要因

経済構成（2025年）

外国直接投資（FDI）

登録FDI総額（2025年）

USD 384.2億 

情報源: NSO, Foreign Investment Agency (FIA)

GDP成長率（2025年）

8.02%

農林水産業

11.64%

工業・建設業

37.65%

サービス業

42.75%

生産物税
（補助金控除後）

7.96%

国際貿易

総貿易額（2025年）

USD 93.005百億
↑前年同期比18.2%

自由貿易協定（FTA）

17件のFTA
60以上の市場をカバー

輸出

輸入

主要輸出品目 主要輸出相手国

1 コンピューター、電子製品および部品

2 機械、機器および同付属品

3 電話機および部品 米国 中国 EU

主要輸入品目 主要輸入相手国

1 コンピューター、電子製品および部品

2 機械、機器および同付属品

3 繊維生地 韓国中国 ASEAN

FDI実行額（2025年）

USD 276.2億
累計登録FDI（1988年～2025年）

USD 5,296億

主要投資分野（2025年） 主要FDI投資元（2025年）

1

製造・加工業

2

不動産業

3

電力生産・配電

マクロ経済概況

24%

15%

14%10%

8%

29%

シンガポール

中国

韓国

日本

香港

その他

7

USD 5,140億
GDP規模（2025年）

USD 5,026
一人当たりGDP（2025年）

3.31%
平均CPI成長率（2025年）

中上所得
所得区分（世界銀行、2025年）
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労働力

第I地域
VND 5.310百万
（~ USD 203.68）

主要都市中心部
および生活費が最も
高い大規模工業団地

地域別最低賃金（月額）
（2026年1月施行）

総人口（2025年）

102.3百万

2.34

2.28
2.24

2.22

2022年 2023年 2024年 2025年

失業率（2022年～2025年）（％）

労働力参加率: 68.6%

訓練済み労働者比率: 29.2%

若年失業率: 8.64%

人口

人口・労働市場の概要

東南アジア第3位
世界第16位の人口規模

男女比（2025年）

女性
50.1%

男性
49.9%

都市部・農村部の人口（2025年）

都市部
38.6%

農村部
61.4%

労働力（2025年）

53.5百万

生活費

VND 8.4百万
約USD 322.21

平均賃金（月額）（2025年）

都市部

VND 10.1百万
約USD 387.42

農村部

VND 7.3百万 
約USD 280.01

第II地域
VND 4.740百万
（~ USD 180.81）

第I地域に隣接する衛星
町、区県および工業団地

第III地域
VND 4.140百万
（~ USD 158.80）

平均的な生活水準
の町、区県または省

第IV地域
VND 3.700百万
（~ USD 141.92）

経済条件が最も厳しい
地域、または僻地の社

為替レート：2026年7月16日現在

情報源: National Statistics Office (NSO), Vietnam Government Portal (VGP) 
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Dinh Vu港
収容能力: 513K TEU（2025年）
対応船舶規模: 最大48,000 DWT

国際航路: インナーアジア、東南アジア

インフラと接続性

Tan Cang – Cai Mep Thi Vai
収容能力: 1百万TEU（2025年）
対応船舶規模: 最大160,000 DWT

国際航路: 北米、南米、ヨーロッパ、地中海、中東アジ
ア、インナーアジア

Tan Cang – Hai Phong港
収容能力: 1百万TEU（2025年）
対応船舶規模: 最大160,000 DWT

国際航路: 北米、インナーアジア、インド

Tan Son Nhat国際空港
収容能力: 旅客42.4百万人、貨物250,000トン
国際航空路: 87、28か国へ就航

Lien Chieu港
設計収容能力: 年間5.7百万TEU

対応船舶規模: 最大200,000 DWT

国際航路: アメリカ、ヨーロッパ、アジア
進捗状況: フェーズ1は2028年第4四半期までの
初期運営開始を目標とし、港湾全体の完全完
工は2036年までに予定

Noi Bai国際空港
収容能力: 年間旅客23.5百万人、貨物729,000トン（2025年）
国際航空路: 84、27か国へ就航

Gia Binh国際空港
設計収容能力: 年間旅客30百万人、貨物1.6百万トン
進捗状況: フェーズ1は、首都圏で開催されるAPEC首脳会議
の代表団の到着および関連イベントに対応するため、2027年
までの初期運営開始を目標

Phu Quoc国際空港
収容能力: 旅客5.9百万人、貨物
25,000トン
国際航空路: 25、11か国へ就航

Long Thanh国際空港
設計収容能力: 年間旅客100百万人、貨物5百万トン
進捗状況: フェーズ1の商業運営は2026年12月に完了予定

Tan Cang – Cat Lai港
収容能力: 5.8百万TEU（2025年）
対応船舶規模: 最大45,000 DWT

国際航路: 北東アジア、東南アジア

Da Nang国際空港
収容能力: 年間旅客6.9百万人、貨物
41,500トン（2025年）
国際航空路: 31、15か国へ就航

Can Tho港
収容能力: 10.5K TEU（2025年）
対応船舶規模: 最大20,000 DWT

国際航路: アメリカ、ヨーロッパ、アジア

Tra Noc国際空港
収容能力: 年間旅客1.1百万人、
貨物7,800トン

情報源: Government News, Flight Connections, Ministry of Construction, Saigon Newport, VnEconomy

ベトナムの国際貿易・物流ネットワークにおいて戦略的に重要な主要空港・主要海港を選定して示した地図

Lang Son

Ca Mau

空港

港湾

東部南北高速道路

（2026年6月30日現在、高速道路は
全面開通していますが、一部の付帯
施設は現在も建設中です）

9
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ベトナム経済
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最近の経済動向

2025年は世界経済にとって決して平坦な年ではあり
ませんでした。国際通貨基金（IMF）の2026年4月版
『世界経済見通し』によると、2025年の世界成長は
3.4％で、2024年から横ばいであり、2000年～2019

年の平均（3.7％）を下回りました。この横ばいの成
長は、変化し続ける貿易政策や世界的な不確実性の
高まりの影響を反映したものであり、これらの要因
が引き続き投資判断や企業の景況感の重しとなりま
した。

この世界的な背景は、ベトナムのパフォーマンスを
解釈するうえで不可欠です。貿易対GDP比が約
180％に達するベトナムは、世界で最も開放的な経済
国の一つであり、海外需要、投入コスト、越境規制
の変化に非常に敏感に反応します。同時に、この開
放性は、メーカーが地理的に生産を多様化する中で
進行中のサプライ・チェーン再編の重要な受益者と
してのベトナムの立場を強化しています。

ベトナムの2025年の実績は、こうした両方の動きを
反映したものとなりました。経済は前年同期比
8.02％の拡大し、これは2011年～2025年の期間にお
いて、2022年のパンデミック後の反動増に次ぐ2番
目に高い成長率となりました。名目GDPは約USD 

5,140億に達し、一人当たりGDPはUSD 5,026に上昇
しました。これは、ベトナムの経済規模の拡大と所
得水準の上昇を示しています。ベトナムは現在、世
界銀行により高中所得国に分類されています。

近年のベンチマークと比較すると、2025年の生産高
は際立っています。2021年～2025年の平均成長は年
間約6.3％で、パンデミック前のパフォーマンスとお
おむね一致しています。2016年～2019年の約6.8％
というCOVID前の基準と比較すると、2025年に記録
された8.02％は明らかにトレンドを上回る水準です。
さらに、8.02％の成長により、ベトナムはASEAN-6

諸国の中で最も速い成長を遂げた経済国となり、
2025年の世界でも最強クラスのパフォーマンスを示
しました。

経済成長
3分野すべてが成長にプラス寄与し、工業・建設業と
サービス業が主要な牽引役となりました。製造業・
加工業は工業拡大の中核であり続け、サービス業の
成長は貿易・運輸・観光関連活動が主導しました。
農林水産業は、複数の地域で台風や洪水による混乱
があったものの、安定的な成長を遂げました。

貿易および対外ポジション

世界的に貿易を取り巻く環境が政策変更や不確実性
の高まりによって厳しさを増す中、ベトナムの2025

年の貿易は引き続き堅調な拡大を遂げました。総貿
易額はUSD 9,300億を超え、前年同期比18.2％増加し、
初めてこの水準を突破しました。また、この節目は
ベトナムが世界の貿易大国トップ25に入ったことを
意味します。WTOのデータによれば、ベトナムは現
在、世界の商品輸出で18位、輸入で20位にランクさ
れています。貿易黒字は10年連続となり、約USD 

200億に達しました。

貿易構造は、ベトナム経済が製造業を中心とした産
業構造であることを示しています。

情報源: International Monetary Fund (IMF), NSO, Indonesia’s Badan Pusat Statistik (BPS), Department of Statistics Malaysia (DOSM), Philippine Statistics Authority (PSA), 

Singapore’s Ministry of Trade and Industry (MTI), Thailand’s National Economic and Social Development Council (NESDC), World Trade Organisation (WTO)

7.02

2.91 2.58

8.02

5.05

7.09 8.02

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

ベトナムのGDP成長率（％）

農林水産業

↑3.78%

工業・建設業

↑8.95%

サービス業

↑8.62%

ASEAN6か国の2025年GDP成長率（％）

• 加工工業製品は、輸出総額の約90％を占めています。

• 主要な輸出品目は、電子機器、機械類、繊維・衣料品、
履物です。

• 輸出先では、米国が引き続き最大の市場であり、EU、中
国がこれに続いています。

輸出

• 生産投入財は、輸入総額の90％超を占めています。

• 主要な輸入品目は、機械設備、電子部品、原材料です。

• 輸入元では、中国が最大の供給国であり、韓国、
ASEANがこれに続いています。

輸入

輸出

USD 4,750.4億

（17.0％増）

輸入

USD 4,550.1億

（19.4％増）

貿易黒字

USD 200.3億

（10年連続）

8.02

5.20 5.11 5.00
4.40

2.40
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外国直接投資（FDI）

2025年のベトナムへのFDI流入は、世界環境がより不
透明であるにもかかわらず、その軌道を維持しました。
登録FDI総額はUSD 384.2億に達し、前年同期比0.5％
増加しました。一方、FDI実行額はより明確に増加し、
USD 276.2億（前年同期比9％増）となり、過去5年間
で最高の実行額を記録しました。注目すべきは、
2021年から2025年にかけての実行額の上昇傾向は、
投資パイプラインが一貫して実際の資本投入に結実し
ていることを反映しています。

主要指標の内訳を見ると、資金流入の構成に新たな傾
向が現れています。新規登録資本金は12.2％減少し、
不確実性が高まる国際環境の中で新規参入者がより慎
重になっていることを反映しました。一方で、資本調
整は前年同期比0.8％増と底堅く推移し、出資および
株式取得は54.8％急増しました。これは、ベトナムに
既に進出している投資家が撤退しておらず、むしろ既
存事業の能力を拡充し、M&A活動を通じてプレゼン
スを強化していることを示しています。

分野別に見ると、製造・加工業が引き続き投資の主要
な原動力となっており、3つのFDI形態すべてを合わ
せた投資額はUSD 210億超に上り、登録資本総額の約
54.7％を占めています。不動産セクターがこれに続き、
USD 71億を誘致して全体の18.5％を占め、第2位の受
け入れ先となっています。 

2025年のFDI流入は引き続き地理的に集中しており、
アジア経済がベトナムの主要な資本供給源として優位
を保ちました。登録ベースのFDI全3形態を合計する
と、シンガポールがUSD 93.9億で首位を維持したも
のの、8.0％減少しました。中国がUSD 57.0億で続き、
20.4％の大幅な増加を示し、韓国はUSD 53.0億に達
したものの、前年同期比25.0％減少しました。日本と
香港がそれぞれUSD 37.3億（6.6％増）、USD 31.2億
（28.0％減）でトップ5を締めくくりました。

2025年は、ベトナムの貿易が広範な自由貿易協定
（FTA）ネットワークに支えられ、世界的な逆風の
中でも堅調さを維持した年となりました。特に注目
されたのは電子機器・コンピュータ・電子部品分野
で、輸出額はUSD 1,077億（2024年比48.4％増）に
達し、初めてUSD 1,000億を突破した輸出産業とな
りました。これは、ベトナムが域内のハイ・テク・
サプライ・チェーンに徐々に深く組み込まれつつあ
ることを示唆しています。もう一つの注目点は、米
国とベトナム間の貿易動向です。関税をめぐる混乱
があったにもかかわらず、ベトナムは対米黒字で年
間USD 1,339億を記録し、前年同期比28.2％増加し
ました。注目すべきは、米国からの輸入も前例のな
い27.7％の伸びを示したことであり、これはベトナ
ムが米国製品の購入増加を約束した関税交渉の結果
によるものと考えられます。

政策措置は、2025年のベトナムの貿易成果を形成す
る上で極めて重要な役割を果たしました。政府は、
外交手段と対米輸入の拡大を通じて米国の関税圧力
を巧みに緩和するとともに、同国のFTAネットワー
クを活用して貿易相手国の多様化を図りました。国
内では、積み替えリスクに対処するための原産地規
則の厳格な運用が強化されています。さらに、企業
に対し、国内生産の拡大や高付加価値製造分野への
参入を奨励することが、長期的な戦略的優先事項と
して重視されています。

しかしながら、2025年の貿易活動は、地政学的緊張
や保護主義の強まりといった課題の高まりにも直面
しました。同時に、変動する物流コストと投入価格
が輸出競争力に引き続き重しとなりました。注目す
べきは、ベトナムの貿易黒字は減少傾向にあり、
2023年のUSD 280億から2024年にはUSD 249億、
2025年にはUSD 200億へと縮小しました。これは、
輸入投入財への高い依存度という国が抱える持続的
な構造的弱点を示しています。2025年を通じて、輸
入成長が輸出を上回るケースが多く、生産の輸入集
約的な性質が反映されました。また、中国からの輸
入は約40％急増してUSD 1,860億に達し、中国に対
する貿易赤字はUSD 1,150億超と過去最大を記録し
ました。このような動態は、ベトナムの輸出が世界
価格の変動や潜在的な供給途絶に引き続き敏感であ
ることを示しています。

情報源: Vietnam Customs, NSO, Foreign Investment Agency (FIA)

2025年のベトナム・米国間の二国間貿易

197.4
224 231.8

253.5
276.2

2021 2022 2023 2024 2025

2021年から2025年までの外国直接投資（FDI）の
実行額（USD 億）

24%

15%
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2025年のベトナムへの外国直接投資（FDI）流入の主な源泉
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国内政策手段

外部からの成長要因に加えて、国内の力も2025年の
ベトナム経済のパフォーマンスを支える上で重要な
役割を果たしました。これは、公的投資を通じた財
政的押し上げと、ベトナム国立銀行（SBV）を通じ
た金融調整という、2つの主要な国内政策手段の間で
の連携の取り組みに反映されています。その目的は、
外部環境が不安定な中でも内部からの成長モメンタ
ムを持続させることにあり、両手段はその意図を明
確に意識しながら運用されました。

2025年の国内成長の主要な原動力は公的投資でした。
予算年度末の12月31日締めに続く法定支払期限であ
る2026年1月31日時点で、実行額はVND 858.6兆に達
し、首相が割り当てた計画の94.8％に相当し、これ
は2021年～2025年任期において達成された最高率と
なりました。

93％台から94.8％への率の改善は小幅なものに過ぎ
ません。しかし、約VND 905兆という配分額を考慮
に入れると、その違いは有意義なものとなります。
この額は2024年のVND 683兆に対し、2025年に公的
事業へ投入される計画だったものであり、VND 222

兆（前年同期比30％超）の増加に相当します。

2021年～2025年の全期間における実績が、先ごろ政
府によって報告されました。同期間の総実行額は約
VND 3,400兆（USD 1,300億）に達し、前の2016年
～2020年の期間と比較して約55％の増加を記録しま
した。

 

主要な促進要因は、2025年1月1日から施行された公
的投資法 No. 58/2024/QH15 でした。この法律は、資
本配分権限を省級政府に移譲し、プロジェクト調整
の承認手続きを合理化し、省庁及び地方レベルでの
説明責任を明確化しました。2025年における最初の
完全施行年度は、2021年～2025年計画期間において
最も堅調な実行結果に貢献しました。

一方、金融政策と財政政策は協調的に、かつ概ね効
果的に展開されました。インフレは十分に抑制され、
2025年の平均消費者CPI上昇率は3.31％にとどまり、
国会が定めた4.5％の上限を大きく下回りました。コ
アインフレ率は3.21％で、総合インフレ率を下回り
ました。

年間を通じて金融環境は緩和的な状態が維持されま
した。システム全体の信用供与額は19.01％拡大し、
投資・事業活動を下支えする緩和スタンスが反映さ
れました。同時に、為替管理は前年よりも安定しま
した。SBVは2025年のUSD／VNDの下落幅を3.92％
に抑制しましたが、2024年には市場が急激なストレ
スに直面した2回の局面に対処するため、推定USD 

94億の外貨準備を投入せざるを得ず、その年は
4.31％の下落となっていました。

このようなマクロ環境は内需に波及しました。小売
売上高はVND 7,009兆に達し、前年同期比9.2％の成
長を記録しました。この拡大は、家計所得の改善、
観光業の力強い回復、都市部消費の持続的な成長に
支えられました。政策措置もこの傾向を強化しまし
た。特に、2023年以降継続されてきた2％の付加価値
税（VAT）引き下げが2026年末まで延長されたこと
が挙げられます。併せて、小売ピーク期における販
促キャンペーンが消費支出にさらなる弾みをつけま
した。

全体として、2025年のデータは、財政・金融政策が
相互に補完し合い、よく調整された政策ミックスを
示しています。公的投資は加速され、信用は事業活
動を支援するのに十分な緩和度合いが保たれ、同時
に積極的な価格管理と為替レートの規律を通じてイ
ンフレは抑制されました。

情報源: Ministry of Finance (MoF), Vietnam News Agency, MOC, VGP, NSO, State Bank of Vietnam (SBV)

公的投資資金の支出率

93.12%

2023年

93.06%

2024年

94.80%

2025年

公的投資における主要な実績

道路: 全国の高速道路網は3,345kmに達し、東部南北高速道
路が全線で接続されました。 

空港: Long Thanh国際空港のフェーズ1が開港し、Tan Son 
Nhat国際空港の第3ターミナルが完成し、その他の空港も高
度化されます。→ 全体の収容能力は2020年と比べて約1.6倍
になります。

港湾: Cai Mep–Thi Vai港およびLach Huyen港の収容能力→ 
2020年比で約1.3倍となります。

鉄道: Ho Chi Minh市・Hanoiの地下鉄路線運行開始、複数回
廊での国鉄プロジェクト着工します。

都市インフラ: 社会住宅698件、（学校・保健所なの公的施
設）プロジェクト多数実施、全国での5G導入します。

3.31%
年平均CPI成長率

13



Doing Business in Vietnam | 2026

2026年上半期の状況

ベトナム経済は2026年上半期を通じて堅調な成長を
維持しました。2026年第2四半期のGDP成長率は前年
同期比8.39％に達し、第1四半期の7.83％から上昇し
ました。上半期全体では経済が8.18％拡大し、2025

年上半期の7.63％を上回り、COVID後の回復期以降
で最高の上半期実績となりました。成長は引き続き幅
広い分野、特に工業・サービス分野での拡大に支えら
れました。上半期の成長はResolution No. 01/NQ-CP

で設定された9.7％という目標には届きませんでした
が、世界的な変動性とそれがベトナムの高度に開放さ
れた経済に与える波及効果を考慮すれば、依然として
良好な結果と言えます。

上半期を通じて外部環境はより厳しさを増し、即時的
かつ緩和が難しい圧力がかかりました。中東における
地政学的緊張の高まりと異常気象は、エネルギー・公
益事業価格の高騰、物流の混乱、そして期間の大部分
における原材料費の上昇を通じて、企業のコスト構造
と日常生活に直接影響を及ぼしました。2026年上半
期の平均CPIは前年同期比4.38％上昇し、国会が定め
た4.5％の目標上限に接近しました。貿易面では、
2026年上半期を通じて輸入が輸出を大幅に上回り、
ベトナムは毎月の貿易赤字を計上した結果、期間全体
として貿易赤字となりました。

政府目標と国際予測

国会は2026年のGDP成長率目標を少なくとも10％と
承認し、これは2030年まで平均10％を目指す高成長
フェーズの初年度と位置付けられています。補完的な
目標として、一人当たりGDPがUSD 5,400～5,500に
達すること、インフレ率を約4.5％に抑制すること、
そしてVND 100兆超の公的投資計画の100％実行率を
達成することが含まれています。

情報源: NSO, WTO, VGP, IMF, World Bank, Asian Development Bank (ADB), ASEAN+3 Macroeconomic Research Office (AMRO)

見通し
第1四半期も第2四半期も9～10％の成長には達しな
かったため、年度末目標を達成するには、2026年6月
27日に発行されたResolution No. 168/NQ-CPで政府が
示したとおり、下半期におよそ11.9％の成長が必要と
なります。同時に、主要な国際機関による最近の予測
では、ベトナムの成長は6.5～7.5％の範囲に位置付け
られており、外部環境に対するより慎重な見方が反映
されています。

政府目標と機関予測との間のギャップは、厳しい外部
環境を一部反映したものです。しかし、ベトナムの成
長目標は、外部需要、関税の逆風、過去の実行実績だ
けから示唆されるものを超えており、政策コミットメ
ント、行政動員、そして逆風を乗り越えるという野心
が織り込まれています。同国は2025年に8.02％の成長
を達成しましたが、これは年度初めの機関予測（6.5～
6.8％）を上回るものであり、期待を超える実績を上げ
る能力を示しています。

ベトナムが10％の成長目標を追求する中、2026年はよ
り困難な年になると予想され、より大きな協調性、回
復力、そして実行力が求められます。最近中東の緊張
が沈静化し、石油価格の圧力が和らいだものの、気候
の不確実性、地政学的緊張、そして進化する貿易政策
の中で、外部リスクは依然として高い水準にあります。
こうした背景のもと、Resolution No. 168/NQ-CPは、
公的投資の実施加速に政府の焦点を当てつつ、マクロ
経済モニタリングを強化し、状況の変化に応じた政策
の柔軟性を維持することを改めて強調しています。ベ
トナムの発展軌道は明確です。中期的な成長の持続可
能性は、グローバル・サプライ・チェーンにおける国
内付加価値基盤の深化、公的投資プログラムの一貫し
た執行、そして外部環境への対応という3つの側面にお
ける継続的な進展にかかっています。

機関 2026年予測 発表時期

IMF 7.5% 2026年7月

世界銀行 6.8% 2026年5月

ADB 7.2% 2026年7月

AMRO 7.2% 2026年6月

ベトナムの2026年GDP成長率予測

GDP成長率

8.18% 農林水産業 工業・建設 サービス業

↑3.87% ↑9.81% ↑8.09%

CPI成長率
4.38%

燃料価格は前年同期比8.9％

2026年上半期の主要経済指標 注視すべき主要リスク
• 米国関税 — ベトナムの輸出は依然として最大

20％の関税の対象であり、継続中のアンチダ
ンピング措置も伴います。

• 世界のエネルギー価格  — 最近の米イラン紛争
の再燃によりエネルギー価格が上昇し、ベト
ナムのインフレ・為替リスクを高めています。

• 世界需要の減速 — WTOは2026年の世界財貿
易成長を1.9％と予測しており、2025年の
4.6％から低下します。

• 公的投資資金の支出率 — 支出率を加速させ、
計画（VND 1,000兆超）の100％達成が必要で
す。

• 金融政策の余地 — インフレと為替圧力により、
SBVが成長支援のための信用拡大を行う余地
は限られています。

2026年成長経路: 下半期の目標はResolution No. 168に
より修正されました。
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総貿易額
USD 5,496.9億
貿易赤字：USD 166.5億

公的投資
計画比35.5％
2025年上半期より
3ポイント高い水準

登録FDI総額
USD 346.5億
実行額：USD 130.3億

上半期の成長

8.18%
下半期の成長・目標

11.9% 10%
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なぜベトナムを選ぶのか？
安定した経済

5.05%
7.09% 8.02%

2023年 2024年 2025年

2023年の減速を経て、ベトナム経済は力強く回復し、2025年には8.02％の成長を達成しました。これは
2011年以来2番目に高い年間成長であり、アジアで最速の成長経済国の一つに位置付けられています。

2026年以降の成長目標

≥ 10%

インフレ抑制

~3-4%
製造業のGDP貢献度

~30%

失業率

~2%

2023年～2025年のGDP成長率

大規模で若い労働力

経済統合

地理的優位性

人口102.3百万人のベトナムは、依然として人
口ボーナス期にあり、豊富で若い労働力を提
供しています。

労働力、 15～64歳（ 2025年）

53.5百万

ベトナムは、アジアで最も広範なFTAネット
ワークの一つを通じて、主要な世界市場への優
遇アクセスを企業に提供しています。

• 発効中のFTA 17件
• 進行中のFTA 2件
（1件は締結済み、1件は交渉中）
• 対象市場 60以上の市場
• 主要フレームワーク：CPTPP・EVFTA・

RCEP

中国やASEANに近いベトナムの立地は貿易と
市場アクセスを強化し、約3,260kmに及ぶ長
い海岸線、戦略的な海上位置、そして国内接
続性の継続的な拡大が産業成長と物流効率を
支えています。

積極的な制度改革

ベトナムは投資誘致だけでなく、規制・事業
環境の改善にも焦点を当てた新たな改革段階
に入っており、企業や投資家にとっての摩擦
を軽減しています。

主要な取り組み

政治局Resolution による改革の柱の形成

Resolution 10-NQ/TW (2026) -外資系経
済分野の開発

Resolution 57-NQ/TW (2024) - 科学・技
術・イノベーションの開発

Resolution 59-NQ/TW (2025) - 国際統合

Resolution 66-NQ/TW (2025) -  法制度の
抜本的見直し

Resolution 68-NQ/TW (2025) –プライベー
ト・セクターの開発

ガバナンス改革の飛躍

省庁の統合および二層制地方自治体改革

中央政府機構のスリム化

新世代の主要法制

国際金融センターのフレームワーク

投資法（2025年）

デジタル技術産業法

人工知能法

PPP法の改正

1

2

3
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情報源: VCCI, Ministry of Industry and Trade (MoIT)

# 協定名称 相手国・地域 発効年

1 AFTA 他のASEAN加盟9か国 1995年 

2 ACFTA 中国 2003年

3 AKFTA 韓国 2007年

4 AJCEP 日本 2008年

5 AIFTA インド 2010年

6 AANZFTA オーストラリア、ニュージーランド 2010年

7 AHKFTA 香港 2019年

# 協定名称 相手国・地域 発効年

8 VJEPA 日本 2009年

9 VCFTA チリ 2014年

10 VKFTA 韓国 2015年

11 VN–EAEU FTA ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、アルメニア、キルギス 2016年

12 UKVFTA イギリス 2021年

13 VN–Cuba キューバ 2020年

14 VN–UAE CEPA アラブ首長国連邦 2024年

# 協定名称 相手国・地域 発効年

15 EVFTA 欧州連合（27か国） 2020年

16 CPTPP
オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシ
コ、ニュージーランド、ペルー、シンガポール

2019年

17 RCEP
ASEAN10か国＋(中国、日本、韓国、オーストラリア、ニュージーラン
ド)

2022年

メガ地域FTA

ベトナムの二国間FTA

ASEANを基盤とする多国間FTA

交渉妥結

ベトナム・EFTA FTA（スイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイ
ン）。約14年を経て、交渉プロセスは2026年7月2日に正式に妥結しました。ノ
ルウェー当局によると、協定は今秋に署名される見込みです。

正式交渉中

ACaFTA （ASEAN・カナダFTA）。第18回交渉会合が2026年4月にジャカルタ
で開催されました。

提案・交渉前段階

• ベトナム・メルコスールFTA（ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグ
アイ）。フレームワークは依然として初期の探査段階にあり、ベトナムとブラ
ジルが主導しています。

• ASEAN・パキスタンFTAは、ASEAN加盟国とパキスタンとの間の自由貿易協
定です。現時点ではまだ提案段階にあります。一方、ベトナムは別途、2025

年10月にベトナム・パキスタン間の二国間FTA交渉を開始しました。

進捗中のFTA

ベトナムの自由貿易協定（FTA）

16
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年間を通じて力強いモメンタム

ベトナムの資本市場は、2025年通年および2026年上半期を通じて力強いモメンタムを維持しました。これは、
良好なマクロ経済環境、流動性の改善、資本市場改革の継続、そして地域サプライ・チェーンにおけるベト
ナムの役割の拡大に支えられたものです。 

VNIndexは、2025年1月1日の1,267ポイントから、2026年6月30日時点で約1,860ポイントまで上昇しました。
バリュエーションも底堅く推移し、市場のP/Eレシオは、2023年から2026年上半期にかけて記録された平均
水準を上回って推移しました。  

2025年1月か～2026年6月のVNINDEX

資本市場の最新情報

• ベトナムでは、VNXの再編が引
き続き進められており、より集
約的で透明性の高い市場構造の
構築を目指しています。これに
伴い、HNXおよびUPCoMに上
場する株式はHOSEへ集約され
る予定であり、一方、HNXは債
券およびデリバティブ市場に特
化することが予定されています。

• Circular 139/2025/TT-BTCに基
づき、株式市場再編の期限は
2026年12月31日まで延長されま
した。この改革により、市場の
質の向上、海外投資家による市
場アクセスの改善、さらにはベ
トナムの新興市場への格上げに
向けた取り組みの後押しが期待
されています。

VNX進捗状況アップデート

..

KRX取引システム 資本市場の格上げ

• ベトナムは、10年以上にわたる
準備期間を経て、2025年5月に
KRX取引システムを正式に導入
しました。 

• このプラットフォームは、取引
処理能力の向上、市場の透明性
と運用効率の改善、ならびに
T+0取引、空売り、有価証券の
貸借、中央清算機関（CCP）な
どの将来的な仕組みのサポート
が見込まれています。 

• また、この改革は、外国人投資
家のアクセス性を高め、ベトナ
ムの新興市場（エマージング・
マーケット）格上げを支援する
ための重要な一歩と見なされて
います。

• FTSEラッセルは2026年3月の
レビューにおいて、外国機関
投資家向けの事前資金拠出不
要モデル、失敗取引処理メカ
ニズム、グローバル・ブロー
カー・フレームワークなどの
改革に支えられ、ベトナムの
新興市場ステータスに向けた
継続的な進展を認めました。

• FTSEラッセルは、ベトナムが
現在、第2新興国（セカンダ
リー・エマージング）市場分
類の全基準を満たしているこ
とを確認し、2026年9月に予定
されている格上げのスケ
ジュール通りに進んでいるこ
とを表明しました。

資本市場改革

主要な資本市場改革
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1. IPOと上場審査の並行プロセス

ベトナム政府は、資本市場を長期的な経済成長およびプライベート・セクターの開発のための戦略的な資金
調達経路として位置付けることを引き続き進めてきました。 

最近の改革では、Decree No. 245/2025/ND-CP（Decree 245）に基づき、IPOと上場審査の並行実施、上場
までの期間短縮、行政手続きの合理化、および外国人投資家のアクセス向上を通じて、IPOの実行効率が改善
されました。これらの改革は、外国投資企業の今後の上場活動（FIEs）も支援し、国際的に統合された企業
にとっての株式資本市場の魅力を強化することが期待されています。

(Source: Cap IQ, GTV research & analysis)

IPOの総額と件数（USD百万）

• ベトナムは並行審査メカニズムを導入し、IPO

申請と上場申請を同時に審査できるようにする
ことで、実行までの期間を短縮しました。 

• Decree 245 はまた、公募書類の処理期間を従
来の15営業日から7営業日に短縮し、株式発行
に関する手続きを簡素化しました。これにより、
資金調達の効率が向上し、行政上のボトルネッ
クが軽減されることが期待されます。

ベトナムのIPO市場、新たな成長サイクル

2022年から2024年にかけての長引く低迷の後、ベトナ
ムのIPO市場は2025年に力強い回復を見せました。6つ
の主要案件で総調達額は約USD 17.4億に達しました。 

この回復は主に金融サービス分野によって牽引されま
した。VPS証券、VPBank証券、Techcom証券が主導し
て、これらの3 社だけで合計約USD 13億を調達しまし
た。2025年のその他の注目すべき案件VinpearlやGelex 

Infrastructureが含まれていて、それらは投資家需要の
改善、市場信頼感の強化、そしてベトナムの株式資本
市場における新たなモメンタムを反映しています。

小売、農業、医療、金融サービスなど幅広い分野の多
くの企業が、すでに2026年から2027年にかけての上場
計画を発表しています。これにはDien May Xanh、
Highlands Coffee、C.P. Vietnam、Golden Gates、
Long Chau Pharmacy、F88などが含まれていて、ベト
ナムの株式資本市場の見通しに対する継続的な確信を
示しています。

制度改革によりIPOの実施を加速

IPO市場

2. IPO完了から取引開始までの期間短縮

• Decree 245 は、新規上場証券の取引開始まで
の最大期間を、上場承認後90日から30日に短
縮しました。 

• この変更は、IPO後の流動性を改善し、待機
期間中の市場リスクへのエクスポージャーを
低減し、機関投資家にとってベトナムのIPO

市場の魅力を高めることを目的としています。

3. 人為的な外国人所有制限の撤廃

• 公開会社は、定款や株主総会決議を通じて、
法定基準を下回る外国人所有限（FOLs）を設
定することが禁止されました。これにより、
FOLの決定における一貫性と透明性が向上し
ました。

• 既存のより低い外国人所有上限は、法的に許
容される水準に向けて段階的に引き上げられ
る可能性があります。これは、外国人機関投
資家にとっての市場アクセシビリティを高め
るための重要な一歩となっています。

4. 外国人投資家向けアクセス手続きの簡素化

• ベトナムは、有価証券取引コード登録、間接
投資口座開設、外国人投資家の受け入れ手続
きに関するいくつかの改革を導入しました。 

• 関連するベトナム国家銀行の規制（Circular 

03/2025/TT-NHNNを含む）もDecree 245とと
もに公布され、行政上の負担を軽減し、ベト
ナムの資本市場に参加する国際投資家にとっ
ての市場アクセス性を向上させることを目的
としています。
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ベトナムのIPOおよび上場ロードマップ

法的形態
• 株式会社（JSC）である
こと

• 資本金がVND 1,200億超
であること

• 事業経過年数が2年以上
であること

財務要件
• 直近2年間で黒字を計上
していること 

• 累積損失がないこと 

• 承認された監査法人に
よる監査を受けている
こと

株主および株式
• 株主数が最低100名以上
であること 

• 売出株式が資本金の10％
超であること（ただし、
資本金がVND 1兆超の場
合は15％）

（1）法的要件および財務要件

取締役会
• 最低3名の取締役
• 独立取締役の設置が必要
• 監査役会／監査委員会の
設置

内部統制
• 標準化された会計システム
• 内部監査機能
• 明確な報告手続き

情報開示
• 定期的な情報開示
• 定款、社内標準手続き
（SOP）

• 投資家向け広報ウェブサ
イト

（2）コーポレートガバナンス要件

目論見書
• 直近3～5年間の財務諸表 

• 事業戦略およびIPO調達資金の使途 

• リスク要因 

• 経営陣および主要株主 

• 売出計画および売出価格

登録・法務書類
• 公募登録申請書 

• 株式発行に関する株主総会決議 

• 監査済み財務諸表（直近3年間）、資
本金払込監査（直近10年間）

• 引受契約

（3）書類および提出準備

提出
証券委員会
（SSC）に
審査申請を
提出します。

承認
通常、30～
90営業日を
要します。

ロードショー
投資家向け説明
会およびブック
ビルディングを
実施します。

売出し／競売
投資家への株
式割当てを行
います。

上場
HOSE/ UPCoM

（5）提出→ 承認→ 上場プロセス

引受会社
• 証券会社 

• 価格設定および販
売配分

法律顧問
弁護士、コンプライ
アンス審査および
デューデリジェンス

独立監査人
証券委員会（SSC）
により承認された監
査法人

財務アドバイザー
バリュエーション、
ロードマップ、ブッ
クビルディング

（4）アドバイザーおよび引受会社の選定

19
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国際金融センター：
次なる成長フェーズを牽引
国際金融センター（IFC）の戦略的目標

ベトナムの経済開発モデルは、より資本集約的な段
階に入っております。大規模インフラプロジェクト、
エネルギー転換への取り組み、デジタルインフラ、
そして産業の高度化には、多大な長期的な資金調達
が必要とされています。その一方で、ベトナムの資
本市場は、地域の金融ハブと比較しますと、依然と
して開発の途上にあります。また、ベトナムに関連
する取引の多くは、引き続き国外で組成・仲介され
ています。こうした状況を受けまして、ベトナムは
国内金融システムの強化と資本市場の開発を支援す
ることを目的とした戦略的イニシアティブとして、
国際金融センター（IFC）を設立しました。 

2024年末に政治局がIFCの開発を承認するNotice No. 

47-TB/TWを発出して以降、整備は急速に進み、2026

年1月にはDa Nangセンターが、その1か月後にはHo 

Chi Minh市IFCがそれぞれ開所しました。両センター
は補完的な役割を果たしています。すなわち、Ho 

Chi Minh市は資本市場と国際金融サービスを、Da 

Nangはフィンテック、デジタルファイナンス、金融
イノベーションを担っています。 

2024年末から最近にかけて、IFCイニシアティブに関
連する複数の法的文書が発出されており、そのうち
の3つがIFCの設立とガバナンスの基盤となっていま
す。

優遇フレームワーク

IFCのフレームワークでは、資金・機関・人材を誘致
するために、税制上の優遇措置と規制上の調整が組
み合わされて導入されています。

01

02

03

Resolution No. 222/2025/QH15

Decree No. 323/2025/ND-CP

Decree No. 324/2025/ND-CP

IFCの設立とガ
バナンス

Da Nang
2026年1月開所

フィンテック • デジタ
ルファイナンス • イノ
ベーション • グリーン
ファイナンス

Ho Chi Minh市
2026年2月開所

資本市場 • バンキング 

• 資金調達 • 国際金融

IFCと資本市場の開発

銀行融資以外の資金調達手段
の拡充

IFCは、ベトナムの金融システ
ムにおける資本市場の役割を
高めることを目指しています。
現在、資本市場は金融構造全
体の約14～15％を占めており、
銀行システムへの圧力を軽減
するため、今後数年でおおよ
そ倍増することが見込まれて
います。この取り組みは、企
業や投資プロジェクトに対し
てよりバランスの取れた資金
調達構造を提供するために、
代替的な資金源を促進しよう
とするものです。

1 2

長期投資資金を支える多様な
投資家層の形成

IFCは、年金基金、保険会社、
ソブリン・ウェルス・ファン
ド、そして専門的な資産運用
会社などによるより大きな参
加を促すことにより、市場資
金調達の一部を機関投資家資
本へとシフトさせようとして
います。長期的には、強力な
機関投資家の存在が、より長
期的な投資期間を支え、資金
配分を改善し、個人投資家が
中心の市場活動に伴う集中リ
スクを低減することが期待さ
れます。

3

外国金融機関に対する実務上
の障壁の低減

国際的に認められた法規制基
準に適合した事業環境は、外
国法準拠契約、USD 建て商品、
国際仲裁などの仕組みと相
まって、外国金融機関にとっ
ての実務上の障壁を低減する
ことができます。長期的には、
これにより国際的な機関、
ファンド、仲介業者が誘致さ
れ、ベトナムの金融市場のア
クセシビリティと信頼性が向
上する可能性があります。

4

ベトナムの市場発展及び格上
げへの取り組みの支援

IFCは、ベトナムの金融市場と
規制フレームワークの格上げ
に向けたより広範な取り組み
の一部を構成しています。そ
して、より広範な導入に先
立って国際的な慣行や基準を
試験的に実施するプラット
フォームを提供しています。
IFCは、実施能力の強化と進行
中の改革の信頼性向上に役立
ち、ベトナムの市場開発の進
捗に対する国際投資家や指数
プロバイダーの好意的な見方
を後押しすることができます。

IFCがベトナムの資本市場と金融システムをどのように支援できるかについて

情報源: VGP

20

その他のメカニズム

外国為替取引における柔軟性の向上、規制サンド
ボックス制度の整備、国際会計基準の適用と手続
きの簡素化、そして外国人専門家向けのビザ取得
の円滑化が進められます。

法人税（CIT）

• 優先分野：30年間10％＋ 4年間の免除＋ 9年
間の50％減額。

• その他の分野：15年間15％＋ 2年間の免除＋
4年間の50％減額。

個人所得税（PIT）

ベトナム人・外国人を問わず、管理職、専門家、
科学者および高度人材に対し、給与所得および一
定のキャピタルゲインについて、2030年まで
100％の所得税免除が適用されます。
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新時代における投
資誘致の重点分野
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産業の高度化およびハイテク製造業

バリュー・チェーンの上方シフト

2020年代初頭、ベトナムはグローバル・サプライ・
チェーンの多角化の恩恵を受ける国の一つとして浮上
しました。政府はこの機会を、単に中国に代わる低コ
ストの生産拠点として位置付ける以上のものと捉え、
自国を信頼できるハイテク投資先として確立すること
を目指しました。2023年から2024年頃にかけて、焦
点は高い生産量の追求から技術力での競争へと移り、
産業の高度化は明確な国家優先課題となりました。

半導体は、このアジェンダの中で急速に戦略的優先事
項の一つとなりました。同国は、長年にわたって進出
している大手外資系企業の存在に支えられ、電子機器
製造と輸出において既に強固な基盤を持っています。
生産は依然として付加価値の低い組立や部品製造に集
中していますが、この基盤はベトナムがより高度な産
業へとバリュー・チェーンを上方シフトするための足
がかりとなります。

新たな政策枠組み

2024年、ベトナムは国家半導体産業戦略を通じて半導
体分野への野心を正式に具体化し、同セクターの開発
ロードマップを示しました。

ベトナムは、2025年6月に制定されたデジタル技術産
業法（Law No. 71/2025/QH15）により、産業高度化
のアジェンダを推進しました。同法は、世界初のデジ
タル技術に特化した独立法であり、半導体やAIなどの
分野を戦略的重点産業に位置付けています。対象とな
るプロジェクトは、新たなCIT法に基づき、最高水準
のCIT優遇措置を受けることができます。また、研究
開発センターを設置する企業は、投資支援基金を通じ
て、初期投資額の最大50％に相当する補助金を受給す
ることが可能です。

FDI誘致

半導体分野における外資誘致に関しまして、前向き
な開発が見られております。2025年末までに、ベト
ナムは241件の外資系半導体プロジェクトを誘致し、
その登録資本金の総額はUSD 142億を超えました。
これは、前年の174件、USD 116億から増加したもの
です。現在、50社以上のチップ設計企業がベトナム
で事業を展開しており、約7,000人のエンジニアが雇
用されています。 

その他のハイテク製造分野もまた、大きな機会をも
たらしています。特に、プリント基板（PCB）製造、
精密部品、特殊化学品、産業用オートメーションと
いった支援産業は、ハイテク優遇施策のフレーム
ワークから直接恩恵を受けることで、最も即座に実
現可能な成長潜在力を有しています。

情報源: VGP

ハイテク投資に対する優遇政策

• 主要分野（半導体、AI、高度ソフトウェア、DTP）については、
CIT率を15年間10％とし、4年間の免税およびその後9年間の50％
減免を適用します。その他の製品については、CIT率を10年間17％
とし、2年間の免税およびその後4年間の50％減免を適用します。

• 主要分野に対しては、優遇された輸入関税および通関手続きを適
用します。

• 対象となる半導体およびAI研究開発センター・プロジェクトに対
しては、初期投資コストの最大50％に相当する現金補助金を支給
します。

• 対象企業には、訓練、研究開発、およびハイテク製造をカバーす
る運用コストの支援を提供します。

• 設計会社100社以上
• ファブ工場1か所
• OSAT工場10か所
• エンジニア5万人

1

フェーズ1
2024年 – 2030年

2

フェーズ2
2030年 - 2040年

• 設計会社200社以上
• ファブ工場2か所
• OSAT工場15か所
• エンジニア10万人

3

フェーズ3
2040年 - 2050年

• 設計会社300社以上 
• ファブ工場3か所
• OSAT工場20か所
• 研究開発とイノベー
ション

3フェーズのロードマップ プロジェクト241件
前年同期比38.5％増

USD 142億
前年同期比22.4％増

ベトナムへの半導体の外国直接投資（FDI）

電子機器・部品

最近の注目すべき開発

Intel — Costa RicaからSaigon Hi-Tech Parkへパッケージング・テ
ストラインを移転し、サーバーチップ生産におけるベトナムの役割
を強化しています。

Amkor — USD 16億を投じたBac Ninh工場の生産能力を12億個に
引き上げることを目指しています。

Coherent — USD 127百万を投じたシリコンカーバイドおよびフォ
トニクス施設を2025年7月にDong Naiで操業開始しました。

Samsung Display — USD 18億規模のOLED工場をBac Ninh省で建
設中であり、2026年に生産開始予定です。

LG Display — USD 10億の追加投資により、ベトナムへの総投資額
がUSD 56億5千万に達しました。

半導体

人材不足は制約要因— ハイテク分野では、高度ス
キルを持つ人材の不足が引き続き課題となっていま
す。大学との連携や海外ベトナム人ネットワークは、
重要な人材供給源です。

目玉となる優遇措置の先を見る— 投資家の事業構造
や規模によっては、現金給付や研究開発費の特別控
除の方が、表面上の税率よりも実質的なメリットを
もたらす可能性があります。

サポート産業の機会— 半導体・電子機器製造向け
の原材料および特殊な投入資材は、依然として輸入
に依存しています。これはサポート産業にとっての
市場参入の余地を意味しています。

半導体：依然として初期段階— ベトナムの半導体エ
コシステムは、フェーズ戦略におけるフェーズ1にあ
ります。政策とアンカー投資家は既に整っていますが、
サプライ・チェーンの大部分の層は依然として未開拓
のままです。
チップ設計分野への参入好機 — 世界的な半導体設計企
業がベトナムへの進出を進めており、ベトナムは2030
年までに半導体設計企業100社の誘致・育成を目指して
います。しかし、現在の目標との間には依然として大き
な開きがあります。

DTI法はバリュー・チェーン全体をカバー — 半導体、
AI、デジタル資産：優遇措置は最終製品だけでなく、
バリューチェーン全体における関連支援活動や投入
要素にも適用されます。

ベトナムにおけるハイテク投資：知っておくべきこと
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グリーン移行と持続可能な開発

政策のモメンタム

グリーン移行は、ベトナムにとってますます戦略的
な経済課題となっています。近年、政府は再生可能
エネルギーの開発と、持続可能性の目標に沿ったプ
ロジェクトを優先する、より選択的な外国直接投資
（FDI）誘致を通じて、この移行を支援する取り組み
を強化しています。この移行を支えているのが、ま
すます充実する政策・規制のフレームワークです。
最高レベルの指針として国家グリーン成長戦略
（2021年～2030年）が全体の方針を定めており、近
年では以下のようなさまざまな補完的フレームワー
クが導入・更新されています。

これらの改革の重要性は、外部からの圧力によって
さらに高まっています。産業成長を制約しかねない
エネルギー不足、現在発効しているEUの炭素国境調
整メカニズム、そして再生可能エネルギーの調達を
自社のコミットメントの一部として求めるFDI製造業
者の増加などです。これらの要因が相まって、持続
可能な開発に関連する分野の投資家に機会を生み出
しています。

再生可能エネルギー

再生可能エネルギーは、ベトナムのグリーン転換に
おいて最も顕著な機会の一つとして際立っており、
需要、政策、商業インフラが同時に集結しています。

01

急増する電力需要: ベトナムの電力消費量は、製造業、
データ・センター、AIの拡大に後押しされ、2030年までに
ほぼ倍増すると見込まれており、再生可能エネルギー容量
に対する需要が高まっています。

02

大規模な容量拡大: ピーク時電力需要は、2030年までに約
50 GWから約100 GW近くまで上昇すると予想されていま
す。また、最近の電力不足により、より早い容量拡大の必
要性が浮き彫りになっています。

03

USD 1,360億の投資需要: ベトナムは2026年～2030年の期
間に電力システムの拡大・近代化に約USD 1,360億を必要
としており、資金ギャップを埋めるには民間資本および外
国資本が不可欠です。

04

再生可能エネルギーの迅速な導入: 改訂されたPDP VIIIの
下では、太陽光発電と風力発電の容量はそれぞれ最大73 
GWおよび38 GWに達する可能性があり、洋上風力、バッ
テリー貯蔵、グリーン水素への投資も拡大しています。

05

グリーン電力への需要の高まり: LEGO、Apple、Samsung 
Electronicsなどの企業が、再生可能電力への需要を牽引し
ています。これは、グローバル・サプライ・チェーンが
カーボンニュートラルを追求しているためです。

再生可能エネルギー：主要な投資促進要因

機会領域

その他の機会

国家グリーン成長戦略（2021年～2030年） JETP（2022年）

電気法（2024年）

電力開発計画第XVIII次（2025年改訂）

Decision 21 - グリーンタクソノミー
（2025年）

産業用太陽光発電
• 強み: 実際の需要、迅速な導入、法制度の明確化の進展
• 課題: 利益率の圧迫、競争の激化

陸上／沿岸風力
• 強み: 大規模なパイプライン、実証済みの技術、投資魅力の向上
• 課題: 系統制約、プロジェクト実施期間の長期化

蓄電システム（BESS）
• 強み: PDP8の優先事項、グリーン移行に連動した構造的需要
• 課題: 初期段階の商業的フレームワーク

クリーン・エネルギー機器およびサプライ・チェーン
• 強み: ベトナムのテクノロジー投資優先分野との合致
• 課題: 他の製造ハブとの競争

洋上風力
• 強み: 大規模な機会、ファーストムーバーの潜在性
• 課題: 未整備の規制・系統・オフテイク制度

グリーン産業用不動産およびインフラ: ベトナムには
478の工業団地が存在しますが、現行のフレームワー
クの下で正式なエコ産業認証を取得した団地はなく、
導入はごく一部の先駆者に限られています。EUの炭
素国境調整メカニズム（CBAM）が発効し、政府が
2030年までに40～50％の省でエコ工業団地への転
換・開発を目標としていることから、持続可能な産業
インフラへの需要は高まる見込みです。DEEP Cと
VSIP 3は引き続き主要なモデルであり、いずれも外資
系です。一方、Phu My 3は認証を申請した最初の団
地です。これにより、新規建設のエコパーク、転換に
向けた共同投資、そして廃水処理や水の再利用などの
環境インフラにおいて機会が生まれています。

グリーンビルディング: 工業団地を変革しているのと
同じESG圧力ですが、ベトナムのグリーンビル市場を
けん引しています。ベトナムは2025年に、LEED認証
を取得したグリーンビルプロジェクト数で世界第8位
にランクインしました。これは2年前の28位から上昇
したものです（USGBC／GBCI）。また、市場全体で
は新たに196件の認証グリーンビルが追加され、前年
同期比20％増加しました。国際金融公社（IFC）は、
グリーンビルをベトナム最大のグリーン投資機会と見
積もっており、その規模はUSD 800億に達するとして
います。これには工業施設、物流資産、商業施設の改
修（レトロフィット）が含まれます。デベロッパーは
認証連動型のグリーン・ファイナンスを活用すること
で、これらの機会を獲得することができます。

持続可能な農業: ベトナムの農産物輸出は2025年に
USD 700億を超えたものの、年間USD 35億～USD 41

億に上る収穫後損失は、コールド・チェーンと加工に
おける継続的な課題を示していると、農業環境省
（MAE）が発表しました。2026年12月からEU森林減
少規則（EUDR）が適用されることに伴い、主要な農
林産品を対象とするより厳格なトレーサビリティ要件
が見込まれています。外国投資家にとっては、コール
ド・チェーン・インフラ、加工、トレーサビリティ・
ソリューション、精密農業の各分野にわたって機会が
広がっています。
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人工知能（AI）とデジタル分野開発
科技省（MoST）によると、ベトナムのデジタル経済は2025年にUSD 721億に達し、GDPの14％を占めるとと
もに、政府が掲げる2030年までに30％という目標に向けてさらなる進展を示しています。2024年12月の
Resolution 57-NQ/TWは、科学技術とデジタル変革を国家の政治的優先事項に位置付け、2026年1月に施行され
るデジタル技術産業（DTI）法は、その構想に初めて法的かつ商業的な基盤をもたらしました。2026年3月に施
行される専任の人工知能に関する法律（Law No. 134/2025/QH15）は、AIに特化した法的優先順位をさらに追
加しました。外国人投資家にとって最も明確な短期的な参入ポイントは、AIとデータ・センター・インフラで
す。これらは明確に優先され、整備が不十分であり、現在ではベトナムがこれまでに提供した中で最も手厚い
優遇フレームワークに支えられています。

人工知能（AI）

ベトナムのAIエコ・システムは、2025年に国際的な
認知を得ました。4月にはQualcommがVinAIの生成AI

部門を買収し、NVIDIAはVinBrainを買収するととも
に、国内にAI研究開発センターを設立する計画を発表
しました。これらの動きは、ベトナムのAI能力に対す
る信頼の高まりを反映しています。1.2百万人以上の
技術人材と、毎年約5万人の新卒IT人材を擁するベト
ナムは、技術アウトソーシングからより高付加価値な
AI活動へと拡大する好位置にあります。

政府は構造的な政策支援を通じてこの流れを強化して
います。Resolution No. 57-NQ/TWに基づき、AIはベ
トナムの戦略的技術優先分野の一つであり、将来の生
産性と競争力の重要な原動力と位置付けられました。
これに加えて、国家技術革新基金（NATIF）は予算の
少なくとも40％をAIの導入と展開に充てることを約
束しています。DTI法、AI法、および最近の税制改正
は、対象となるデジタル技術および研究開発プロジェ
クトに対する優遇措置（手厚い税制優遇、イノベー
ション支援、迅速な承認手続きなど）を通じて、エコ
システムをさらに後押ししています。外国人投資家に
とっては、製造業、医療、フィンテック、物流などの
分野でのB2B向けAI導入（まだ初期段階にあります）
やAI研究において機会が生まれつつあります。高度な
AI人材は依然として限られていますが、ベトナムは大
規模でコスト競争力のあるエンジニアリング人材を提
供しています。

データ・センター

ベトナムのデータ・センター市場は依然として開発の初
期段階にありますが、急速に拡大しています。科学技術
省（MoST）によると、同国には現在41のデータ・セン
ターが存在し、設計容量の合計は約221MWに達します。
これは、さらなる成長の余地が大きいことを示していま
す。現在の市場は、Viettel、VNPT、FPT Telecomなどの
国内事業者が支配的ですが、電気通信法（Law No. 

24/2023/QH15）がデータ・センターおよびクラウド・コ
ンピューティング・サービスに対する外資所有の上限規
制を撤廃し、この変更が2025年初頭に発効したことから、
海外からの関心が高まっています。

この投資ケースは、より有利な規制環境に支えられてお
り、対象となる大規模テクノロジー・プロジェクトには、
財政的・非財政的な優遇措置が講じられています。さら
に、ベトナムの開発コストはアジア太平洋地域で最も競
争力のある水準にあります。需要は、クラウド導入の拡
大、AIコンピューティング需要の高まり、そして個人デー
タ保護法に基づくデータガバナンス要件の厳格化によっ
ても牽引されています。海外投資家にとって、機会はハ
イパースケール施設、コロケーション施設、クラウドイ
ンフラ、AI対応型キャパシティにまで及びます。ST 

Telemedia Global Data Centresのような国際事業者は既に
市場で活動しており、新たなプロジェクトとしては、香
港のAICが現地パートナーのKinh Bac（KBC）と共同で進
めるUSD 21億のデータ・センターキャンパスや、Viettel

のAIデータ・センターを通じたNVIDIAの進出が挙げられ
ます。これらは相まって、投資家の信頼の高まりと、外
資にとっての参入経路の多様化を示しています。

USD 721億
デジタル経済 2025年, 

14% of GDP
（MoST）

USD 1,980億
デジタル技術産業の
収益 (2025年)、
前年同期比+26%
（MoST）

50位
グローバル・スタート
・アップ・エコシステム
指数（2026年）、前年同
期比+5
（StartupBlink）

6位
WIN World AI
インデックス 

（2025年） 

– 40カ国中

• NVIDIAによるVinBrainの買収とベトナムAI研究開発セン
ターの設立

• ViettelとNVIDIAのパートナーシップによる、NVIDIA技
術を基盤としたAIデータ・センターの構築

• QualcommによるVinAI生成AI部門の買収とAI研究開発セ
ンターの開設

• Ho Chi Minh市における、現地パートナーであるKinh 
BacとのAICのAIデータ・センターキャンパス

• AWSによるベトナム初のLocal Zoneの開設、および
Direct ConnectとCloudFrontインフラの提供

注目すべき業界シグナル

ベトナムのデジタル経済における国際的な関与

• Resolution 57-NQ/TW（2024年）: 科学・技術およびデ
ジタル変革のブレイクスルーに関する政治局の指示

• デジタル技術産業法（2026年）: AI・デジタル技術・半導
体に対する優先的地位および最高水準の優遇措置

• 人工知能法（2026年）: リスク・ベース規制とイノベー
ション促進策を組み合わせた、初の独立したAI法制度

• 個人データ保護法（2025年）: より厳格なデータガバナン
スを規定し、国内クラウドおよびデータ・センターイン
フラへの需要を促進

政策の開発
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その他の重点分野

2回にわたるPPP改革により、セクター制限の撤廃、資本額の下限撤廃、および複雑案件への政府協調投資
枠の拡大が行われ、民間・外国投資の機会が大幅に拡大しています。

ベトナム国家物流開発戦略2025年～2035年（Decision 2229/QD-TTg、2025年10月）は、2035年までに物流
コストをGDP比約18～20％から12～15％へ引き下げることを目標としており、より効率的でテクノロジー
を活用した物流インフラおよびサービスへの投資を後押ししています。これにより、インフラ整備からオペ
レーションまで、物流バリュー・チェーン全体にわたり、民間および外国投資家に新たな投資機会が生まれ
ています。特に有望な投資分野としては、港湾・物流インフラ、産業団地と物流機能を一体化した開発、低
温物流、先進的な倉庫施設、デジタル物流ソリューション、ならびに複合一貫輸送の統合が挙げられます。

ベトナムの国際金融センター（IFC）は、Ho Chi Minh市とDa Nangにまたがって設置され、経済構造上の
ギャップを埋めることを目的としています。これまで企業金融は銀行融資が主流を占め、資本市場はベトナ
ムの投資需要を支えるだけの深みを欠いていました。IFCは、国際的に整合性の取れたルールと実質的なイン
センティブ・パッケージを備えた、専用の金融管轄区域を創設します。

FDI参入チャネル：

• 銀行分野：貿易金融、ストラクチャード・レンディング、PPPプロジェクト・ファイナンス、シンジケー
トローン

• 資本市場： 株式発行、M&Aアドバイザリー、インフラ・産業ファンド
• 資本リサイクル：港湾、物流パーク、工業団地などの運用資産のリファイナンス
• 専門金融：グリーン・ファイナンス、デジタル資産、航空金融、コモディティ・デリバティブ

2026年1月に施行された3つの法改正により、外国教育機関に対す
る障壁が緩和されました。職業教育法だけでも、外国直接投資
（FDI）機関向けの手続きを含む行政手続きの36％が削減されま
した。当該セクターへの出資には外国資本の上限規制はありませ
んが、ベトナム人学生を受け入れる学校については、K-12（幼稚
園から高校まで）レベルで外国籍カリキュラムの内容に対する別
途の上限が設けられています。

ベトナムのハイテク分野（半導体、AIなど）へのFDI推進は、特
定セクターにおいて現在の供給能力を超える高度人材への需要を
拡大させています。例えば、Decision No. 1017/QD-TTgなどの国
家プログラムでは、デジタルトランスフォーメーションおよび先
端製造スキルにおける国家優先事項に沿って、2030年までに半導
体エンジニア5万人を育成することを目標としています。参入機
会は、K-12教育や高な教育から職業訓練、教育テクノロジーに至
るまで、教育バリュー・チェーン全体にわたります。

Law No. 57/2024/QH15（2025年1月施行）
PPPの適用対象を、限定的なセクター一覧から防衛・
安全保障を除く公的投資活動全般に拡大し、事業の最
低資本額要件を撤廃し、政府協調投資限度額を引き上
げることにより、事業の実現性と投資家のアクセスを
改善しています。

Law No. 90/2025/QH15（2025年7月施行）
PPPの準備・承認手続きを合理化し、国際投資家の参
加経路を明確化し、科学・技術・イノベーション志向
型プロジェクトに対してより柔軟な仕組みを導入して
います。

税制上の優遇措置

CITの優遇税率および免税期間。適格
外国人専門家・管理者に対するPITの
免除

業務の効率化

ライセンス交付の迅速化、VIFC内
での柔軟な資金調達、10年間の投資
家ビザ

法的な信頼性

VIFC裁判所および仲裁センターに
よる外国判決・仲裁判断の執行保証

インフラおよび物流の連携強化

金融市場と国際金融センター

教育および人材資本開発

教育テクノロジー

デジタル学習への需要拡大
政府による2030年までの国家教育デジ
タル化目標

職業訓練 

ハイテク産業におけるスキル・ギャッ
プを埋めるための技術・職業訓練への
需要拡大

国際K-12および高な教育 

完全な外国資本所有が認可
Decree 124/2024によるライセンス制度
の明確化
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その他の事業形態

事業協力契約（BCC）

• ベトナムにおいて独立した法人格を設立せずに、投資家間で締結される契約上の投資アレンジメントです。 

• 投資家間の商業協力を円滑にし、権利・義務・利益・リスクは契約によって配分されます。 

駐在員事務所（RO）

• 外国法人がベトナムに設置する非商業的な拠点です。 

• 連絡調整、市場調査、事業促進活動を行うことは認められますが、収益の創出や営利活動を行うことはできません。 

支店

• 外国法人の従属単位であり、認可された範囲内でベトナムにおいて商業活動を行うことが認められています
（その範囲は外国本社の事業範囲と合致している必要があります）。

• 外国本社は支店の運営および債務について責任を負います。

パートナーシップ

• 2名以上の無限責任社員によって設立され、共通の商号の下で事業を営む企業形態です。

• 無限責任社員は、パートナーシップの債務について無限責任を負います。一方、有限責任社員（出資社員）は、
引き受けた出資額の範囲内で責任を負います。

• ベトナムにおける外国投資では、この企業形態が採用されるケースは一般的ではありません。 

官民連携（PPP）

• インフラ整備や公的サービス事業において、国・政府と民間投資家が連携して事業を実施するための投資形態です。 

• 事業はPPP契約に基づいて実施され、必要に応じて、ベトナム国内に設立されたプロジェクト会社を通じて実施さ
れます。

新規法人設立による市場参入

一名有限責任会社（LLC）

1つの法人または個人が所有

出資額の範囲内で有限責任 

経営管理体制は所有者会議、
または会長および取締役 

資本金はERC発行後90日以内に
払い込む必要あり

完全子会社や単独所有プロジェクト
に最適 

二名以上有限責任会社（LLC）

2～50名のメンバー（個人または
法人）が所有 

出資額の範囲内で有限責任 

経営管理体制はメンバー会議
および取締役 

資本金はERC発行後90日以内に
払い込む必要あり 

ベトナム・パートナーとの
合弁事業に最適

 

株式会社（JSC）

最低3名の株主が所有し、
上限はなし 

引き受けた株式の範囲内で有限責任 

経営管理体制は株主総会、
取締役会、および取締役

資本金はERC発行後90日以内に
払い込む必要あり 

将来的なIPO、複数投資家の受け
入れ、および資本の柔軟性に最適

 

3つの一般的な法人形態

外国投資家は、いくつかの主要な法人形態を通じてベトナムに商業拠点を設立することができます。また、外
国投資家は、該当する外国資本の所有制限および業種別の規制要件に従い、既存のベトナム企業の出資持分を
取得または譲渡することも可能です。

27



Doing Business in Vietnam | 2026

設立手続
2025年投資法は、外国投資家にとってより柔軟な設立手続きを導入しています。投資登録証明書（IRC）の申
請準備中であっても法人を設立することが可能となり、IRCは設立後12か月以内に取得すればよいことになって
います。これは、従来の手続き（一般に、企業登録証明書（ERC）が発行される前にIRCの取得が求められてい
た）とは異なります。

（*）2025年投資法では、適格な外国人投資家がIRCを取得する前にERCを取得することを認める代替認可
メカニズムが導入されています。ただし、このメカニズムはの対象となるプロジェクトには適用されません。
このアプローチを採用する投資家は、引き続き適用される市場アクセス条件を満たし、企業設立後、法定期
間内にIRC申請を完了しなければなりません。

外国人投資家の市場アクセス条件に関する実質審査、および提案されたプロジェクトが関連法規や地域の計
画要件に適合しているかどうかの確認はIRC申請段階まで延期されるため、提案されたプロジェクトが関連
する法的要件または計画要件を満たさない場合、投資家は規制上のリスクに直面する可能性があります。し
たがって、従来の「IRC優先、ERC後」という認可シーケンスは、法的確実性が高く、実施リスクが低いこ
とから、引き続き広く採用されています。

1
投資前の確認

三つの市場参入レイヤーすべてに
対して包括的な審査を実施し、適
用される外国資本の所有権制限、
合弁事業の要件、業種別の許認可、
所管の登録機関、そして特別投資
手続きの対象となる資格を確認し
ます。

2

IRCの取得

標準的な許認可のフレームワークの下
では、外国投資家はERCの申請に先
立ってIRCを取得することが求められま
す。IRCは許認可機関が登録された投資
プロジェクトを承認したことを証する
ものであり、一般的に、ベトナムでプ
ロジェクトを実施するための経済組織
の設立における前提条件となります。

IRCの申請書類には通常、投資プロジェ
クトに関する情報、投資家の法的地位
および財務能力を証する書類、提案さ
れたプロジェクトの所在地に関する書
類、そして法律で定められたその他の
プロジェクト固有の書類が含まれます。

3
企業登録

申請は国家企業登録ポータル・サイト
を通じてオンラインで行われます。申
請書類には通常、市場参入に関する宣
誓書、定款、社員・株主名簿および法
定身分証明書、実質的所有者に関する
申告書、そして登記上の本店所在地に
関する書類が含まれます。外国で発行
された書類は、該当する場合には認証
又はアポスティーユの付与を受け、ベ
トナム語に翻訳しなければなりません。

設立後のコンプライアンス

設立後の各種登録および業務体制の整
備を完了させる必要があります。これ
には、会社印の作成、初期税務登録、
該当する場合の業種別の副ライセンス
取得、企業の電子識別（eID）アカウ
ントの登録、必要に応じた労働者登録、
従業員の強制社会保険・健康保険・雇
用保険の登録、およびVND建ての事
業用銀行口座の開設が含まれます。

4

直接投資資本口座（DICA）の
開設

会社設立後、出資の払い込みを行う前
に、ベトナムの認可銀行にDICAを開
設する必要があります。出資の払い込
み、資本の譲渡、利益の国外送金など、
投資関連の資金フローは、一般に
DICAを経由して行うべきであり、こ
れにより適切な外貨規制への準拠が確
保され、今後の送金手続きも円滑にな
ります。

5

定款上の出資額

登録資本金は、LLCおよびJSCのいず
れにおいても、事業登録証明書
（ERC）の発行日から90日以内に、
会社のDICA口座を通じて払い込まな
ければなりません。資本金の調整を登
録せずに、登録された出資額を全額払
い込まないことは、企業法により禁止
されており、行政上の制裁措置の対象
となる場合があります。

6
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業務および規制上のコンプライアンス

外国投資企業は、IRC、原則承認、その他の該当する承認に従って投資プロジェクトを実施しな
ければならず、同時に、登録された事業内容、市場アクセス条件、業種別の事業条件、および関
連する運営規制への適合を維持する必要があります。これには、必要な副ライセンス、証明書、
または承認の維持に加え、土地、建設、環境、防火・防災、税務、労働、強制保険に関する要件
への適合も含まれます。詳細な税務、労働、保険に関する義務については、以下の該当セクショ
ンで取り上げます。

ベトナムでの事業運営における主要なコンプライアンス要件

設立後、投資家は、投資プロジェクトのライフサイクル全体を通じて企業がコンプライアンスを遵守し続ける
ことを確実にしなければなりません。継続的なコンプライアンスは、企業の法的・運営上の地位を維持し、ガ
バナンス規律を強化し、ベトナムにおける安定かつ持続可能な事業展開を支えるために不可欠です。

29

プロジェクト変更および実質的支配者
情報の更新

外資企業は、事業運営期間を通じて、登
録済みの投資プロジェクトおよび企業所
有者情報を継続的に確認・更新する必要
があります。投資プロジェクトの目的、
所在地、投資資本、実施スケジュール、
事業期間、投資家情報、その他承認済み
のプロジェクト内容に重要な変更を行う
場合には、変更の実施前にIRCおよび／
または投資方針承認の変更手続が必要と
なる場合があります。また、企業は企業
登録に関する規定に従い、実質的支配者
に関する情報を申告・管理・更新すると
ともに、関連する変更が生じた場合には、
法定期限内に企業登録当局へ届け出る必
要があります。

投資の監督および評価に関する報告書

投資監督・評価報告書は、国家外国投資情
報システムを通じてオンラインで提出しな
ければならず、提出期限は以下のとおりで
す。

四半期報告：各四半期翌月の10日まで

半期報告：7月10日まで

年次報告：翌年3月31日まで

四半期報告書は、資金執行、収益、貿易活
動、雇用、予算拠出、土地利用、環境コ
ミットメントの順守など、主要なプロジェ
クト実施指標を対象とします。半年次報告
書および年次報告書には、利益、研究開発
費、技術ソース、環境パフォーマンスに関
する追加データが含まれます。
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ベトナムの進化する投資・規制のフレームワークは、M&A取引を通じた市場参入を求める外国人投資家をま
すます支援する方向に動いています。2025年投資法および関連規制に基づく最近の改革は、取引実行の効率
性向上、規制の透明性強化、およびより広範な分野における外国資本の参加促進に対する政府の広範なコ
ミットメントをさらに示すものです。

M&Aによる市場参入

投資承認権限の分散化

• 2025年投資法は、より明確かつ分散化さ
れた投資承認フレームワークを導入し、
省レベルの当局や工業団地管理委員会に
より広範な権限が委譲されました。

• これらの改革により、行政手続きの合理
化、現地当局との連携強化、承認期間の
短縮、および取引の確実性の向上が見込
まれており、特にベトナムでのM&Aや事
業拡大を目指す外国人投資家にとって有
益です。

プライベート・エクイティ市場の
透明性の向上

• Decree No. 90/2025/ND-CP は、以下の
3つの基準のうち2つ以上を満たす企業
に対し、強制的な監査要件を導入して
います。①年間売上高がVND 3,000億
超、②総資産がVND 1,000億超、③社
会保険に加入する従業員数が200名超。
これは財務開示基準における重要な段
階的変化を示しており、ベトナムのプ
ライベート・エクイティ分野の広範な
セグメントにおいて透明性を大幅に向
上させるものです。

• 同時に、一連の税制政策改革が進めら
れており、企業にはより高い透明性と
コンプライアンスの強化が求められて
います。

条件付き事業分野の縮小

• ベトナムの規制フレームワークは、条
件付き事業分野を227分野から198分野
へと削減しました。これは、市場参入
障壁を低減し、投資のしやすさを改善
するという政府の広範な取り組みを反
映したものです。

• また、今回の改革では、事前許認可を
要する分野と、事業開始後に規制監督
が行われる「事後監査」型の開示ベー
スのメカニズムが適用される分野との
区別がより明確になりました。

より柔軟な外国直接投資（FDI）の
仕組み

• 今回初めて、2025年投資法は外国人投
資家に対し、IRCを取得する前に企業
を設立し、ERCを取得することを認め
ており、これはベトナムのFDIフレーム
ワークにおける重要な転換を示してい
ます。 

• この改革により、市場参入までの期間
の短縮、行政上の摩擦の軽減、ならび
に取引構造の設計、買収準備、投資後
の実施における効率性の向上が見込ま
れます。

30
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M&A取引総額および件数（USD百万）
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2025年ベトナムM&A取引額（投資元別）
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注：
(*) 開示済みおよび未開示の取引額をともに含む
(**) 価格開示のある取引のみを含む

平均取引額の分析

情報源: Capital IQ, Grant Thornton Research & Analysis 

回復の加速

ベトナムのM&A市場は2025年にモメンタムを取り戻
し、367件の取引が記録され、公表された取引総額は
約USD87.2億に達し、前年同期比26％増加しました。

取引活動は年間を通じて下半期に大きく集中し、下
半期の取引額は上半期を193％上回りました 。これ
は、投資家心理の改善と案件執行の進展を反映した
ものです。2026年第1四半期には取引活動がやや減速
したものの、この動きはベトナムのM&A市場におけ
る例年の「下期偏重」の取引サイクルと概ね一致し
ています。

2026年上半期のベトナムM&A市場における公表
ベースの取引総額は約USD 25億となり、前年同期
比で10％増加しました。取引活動は2026年下半期
に向けて、さらにモメンタムを強めることが期待
されています。

大型案件の増加

2025年の平均案件規模は約USD 51.3百万と、2023年
～2024年と概ね同水準を維持し、ベトナムのM&A市
場が引き続きミッド・マーケット中心であることを
裏付けています。

同時に、USD 100百万を超える大型案件は20件に達
し、過去3年間で最多を記録しました。これは、案件
規模の拡大が徐々に進むとともに、大型戦略案件に
対する投資家の信頼感が高まっていることを示して
います。

海外投資家が引き続き市場を牽引

2025年の開示ベースのM&A取引総額に占める海外投
資家の割合は約53.6％となり、ベトナム市場が引き
続き海外資本にとって魅力的な投資先であることが
改めて示されました。 国・地域別では、タイが引き
続き最大の投資国となり、韓国、日本、中国、米国
がこれに続きました。

海外投資家は総じてベトナム市場に対して前向きな
中長期的な見通しを維持している一方、各国・地域
の市場戦略、地域ポートフォリオ戦略、サプライ・
チェーン上の位置付けの違いを反映し、投資戦略は
一段と多様化しています。

注目分野が戦略的テーマへシフト

2025年のM&A市場では、取引が5つの主要分野に一
段と集中しました。内訳は、産業分野（取引総額の
24％）、不動産（18.9％）、消費関連（17.0％）、
エネルギー（8.5％）、ヘルスケア（7.0％）となって
います。 これは、国内需要、産業成長、および長期
的な構造的成長テーマに支えられた分野への投資家
の関心が高まっていることを反映しています。

ベトナムのM&A市場は選別的な回復局面が続
いているものの、戦略性の高い案件や大型案
件に対する投資家の投資意欲は引き続き高
まっています。

年 2022 2023 2024 2025

価格開示取引件数 232 192 143 170

平均取引額

（USD 百万）
41.5 52.3 48.5 51.3

USD 100百万超

の取引件数
14 17 14 20

M&A市場のアップデート：
2025年に成長モメンタムの回復
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会計・監査：
システムおよ
び法定要件
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会計制度のフレームワークおよび適用される会計基準
ベトナムで事業を営む企業は、ベトナム会計法、
ベトナム会計基準（VAS）、および財務省
（MoF）が公布する適用会計制度を含む、ベト
ナムの会計関連法令に基づいて会計記録を作
成・維持することが義務付けられています。

大半の企業には、企業会計制度が適用されてお
り、会計証憑、勘定科目、会計帳簿、会計政策、
ならびに財務諸表の作成および表示に関する詳
細な指針が定められています。2026年1月1日以
降に開始する事業年度からは、Circular No. 

99/2025/TT-BTC（Circular 99）が、特別な会計
規定が適用される場合を除き、すべての業種・
経済分野の企業に適用され、Circular No. 

200/2014/TT-BTCに代わる会計制度として施行
されています。

Circular 99では、会計書類・帳簿・勘定科目を
含む会計関連文書の柔軟性向上に加え、機能通
貨、資産・負債の区分、無形資産およびのれん
の会計処理、資産の減損、生物資産、BCC の会
計処理、ならびにグローバル・ミニマム課税
（GMT）への対応など、いくつかの重要な改正
が導入されています。 なお、適用される会計
制度は、中小企業（SMEs）、零細企業、非公
開株式会社などの企業区分によって異なる場合
があり、一部の企業については、別途の会計・
報告要件が適用されることがあります。

国際基準に準拠した財務報告に向けた進捗状況

ベトナムは、透明性、比較可能性、そして国際的な
実務とのより緊密な整合性に重点を置き、会計・財
務報告のフレームワークの近代化を継続的に進めて
います。2020年3月16日に財務省が発行したDecision 

No. 345/QD-BTC は、IFRSの適用とベトナム財務報
告基準（VFRS）の開発に関する政策的基盤を定めま
した。VFRSは、ベトナムの法的・経済的・規制的環
境に適合するよう適切に修正を加えた上で、IFRSに
基づいて策定されることが見込まれています。なお、
詳細な移行プロセスおよび実施要件については、引
き続き財務省からのさらなるガイダンスが示される
こととなっています。

外国投資家にとって、ベトナムにおける法定財務諸
表は引き続きベトナムの会計規制の対象となります。
IFRSまたはグループ報告要件は、連結決算や内部報
告の目的では依然として関連性を有する可能性があ
りますが、現地の法定会計および提出義務とは区別
して検討する必要があります。

VFRSの準備
財務省（MoF）

IFRSの試行実施
財務省（MoF）
および任意適用企業

VFRSの強制実施
上場企業、国有企業、
大規模な公開企業

会計法及びガイダ
ンス

ベトナム会計基準
及びガイダンス
（26基準）

ベトナムの会計制
度

公的分野 銀行分野 金融機関 一般企業 特定産業

会計システム
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VASの主な特徴：

• 一般企業向けベトナム会計基準（VAS）は、2000

年から2005年にかけて公表されました。これらは、
当時国際会計基準審議会（IASB）が公表していた
国際会計基準（IAS）および国際財務報告基準
（IFRS）を採用し、主にそれらに基づいて作成さ
れています。

• IFRSとVASの主な相違点としては、用語、適用さ
れる評価方法、開示要件などが挙げられます。こ
れは、IFRSが引き続き改正・修正されていること
に起因します。

• 会計実務者は通常、ベトナム会計基準そのものよ
りも、ベトナム会計制度の詳細なガイダンスを参
照します。このガイダンスには、標準化された財
務諸表、会計処理、勘定科目のマッピング、会計
帳簿・伝票などが明確に示されています。

情報源: VGP, MoF
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外国投資家は、これらの決定が法定報告、税務コンプライアンス、監査対応、およびグループ報告に影響を
及ぼすため、主要な会計設定事項については早期に対処すべきです。主な設定検討事項は以下のとおりです。

財務諸表および文書の保存

外国投資企業は、ベトナムの会計規制に従って、適切な会計記録を維持し、会計帳簿を締結し、年次財務諸
表を作成しなければなりません。会計書類は、年度会計期間の終了後または関連する会計業務の完了後12か
月以内に保管しなければならず、企業の事業活動期間中はベトナム国内で保存しなければなりません。主な
法定保存期間は一般的に以下のとおりです。

（最低）5年
管理および運営目的で主に使用さ
れる会計書類。これには、帳簿記
入や財務諸表作成に直接使用され
ない会計伝票が含まれます。

（最低）10年
帳簿記入や財務諸表作成に直接使
用される会計伝票、会計帳簿、年
次財務諸表、およびその他の主要
な会計記録。

永久保存
歴史的価値を有する、または経済
的・治安的・国家的に重要な会計
書類の一部。

企業は、会計担当
者を任命するか、
または資格を有す
る会計サービス提
供者を契約するこ
とにより、会計機
能を確立しなけれ
ばなりません。法
令で免除されてい
る場合を除き、通
常は主任会計士の
設置が求められ、
社内配置または資
格を有するサービ
ス提供者を通じて
手配することがで
きます。

会計年度

ベトナムにおける
標準的な会計年度
は暦年です。企業
は、関連する財
務・税務当局への
届出を条件として、
四半期の初日から
始まる異なる12か
月の会計年度を採
用することができ
ます。

通貨

法定会計通貨は、
一般的にベトナム
ドン（VND）です。
収益および費用の
大部分が外貨で表
示される企業は、
所定の条件を満た
す場合、その外貨
を会計通貨として
使用することがで
きます。

記録言語

ベトナムで使用さ
れる会計記録は、
ベトナム語で作成
しなければなりま
せん。外国語を使
用する場合、ベト
ナムで使用される
会計証憑、会計帳
簿、および財務諸
表は、一般的にベ
トナム語と当該外
国語の両方で作成
されるべきです。

会計機能 システムおよび
プロセス

企業は、法定勘定
科目表、会計ソフ
トウェア、電子イ
ンボイス体制、内
部承認手続き、文
書保存プロセス、
その他の定期的な
会計コンプライア
ンスに関する業務
フローを整備すべ
きです。

主要な会計設定
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以下の種類の事業体は、一般的に強制される年次法定
監査の対象となります。これらの事業体の年次財務諸
表は、適格な独立監査法人またはベトナムに拠点を置
く外国監査法人の支店によって監査を受けなければな
りません。

上場会社 国営企業

銀行 証券会社

金融機関 保険会社

大規模企業 外国投資企業

さらに、合併・買収、所有権の変更、解散、破産などの
特別な状況にあるその他の事業体も監査の対象となりま
す。

2026年5月28日時点で更新された情報によると、財務省
（MoF）により承認・認可された監査法人は230社あり、
そのうち28社が国家証券委員会（SSC）により公益企業
の監査を承認されています。

内部監査要件
内部監査は、すべての外国投資企業に一般的に義務付
けられている法定要件ではありません。ただし、
Circular 99/2025/TT-BTC は、経済取引に関する内部
ガバナンスおよび内部統制メカニズムの必要性を強調
しており、上場企業、特定の政府出資または国有の親
会社、ならびに銀行、保険、証券などの規制セクター
の企業には、正式な内部監査機能が要求される場合が
あります。

その他の企業については、特に事業が複雑な運営、大
量の取引、複数拠点、グループ報告要件、または高い
コンプライアンスリスクを有する場合には、ガバナン
スおよびリスク管理ツールとして内部監査が奨励され
ています。

その他の考慮事項
ベトナムにおいては、ESGおよびIT関連の内部統
制が、ガバナンス、コンプライアンス、および保
証業務への対応準備においてますます重要性を増
しています。上場企業およびその他の証券開示要
件の対象となる事業体は、Circular 96/2020/TT-

BTCに基づき、年次報告書に持続可能性関連情報
（付録IVに定められた特定のESG事項を含む）を
含めることが求められる場合があります。

外国投資企業はまた、IT統制、サイバーセキュリ
ティ、データガバナンス、システムの信頼性を考
慮すべきであり、これらは財務報告、税務コンプ
ライアンス、監査対応準備、および該当する場合
には内部監査、グループ監査、IT監査、または規
制当局の検査に影響を及ぼす可能性があります。

外国投資企業にとって、法定監査は単なる年次コン
プライアンス要件だけでなく、財務諸表の提出、税
務確定、および利益送金を支える重要なプロセスで
もあります。円滑かつ適時な完了を確保するため、
投資家は以下の監査要件に留意すべきです。

• 年次監査業務契約は、会計年度終了の30日前ま
でに締結しなければなりません。

• 企業は、完全かつ適時の会計記録、裏付ける書
類、および監査人に対する説明を提供しなけれ
ばなりません。

• 企業は監査範囲を制限してはなりません。
• 同一のクライアントに対して監査報告書に署名
できる実務監査人の最長連続期間は5年間に制限
されます。

• 監査済み年次財務諸表は、一般的に会計年度終
了後90日以内に、所管の財務当局、地方税務当
局、および統計当局に提出しなければなりませ
ん。

• 輸出加工区（EPZ）または工業団地（IP）内に
所在する企業については、関連するEPZ/IP管理
委員会への提出も求められる場合があります。

監査コンプライアンス
法定監査要件

独立監査法およびガイダンス

37のベトナム監査基準

外部監査

外部監査は、登録された独立監査法人によって実施され、
財務報告の信頼性と透明性を高めることを目的としてい
ます。ベトナムでは、外部監査活動は独立監査法によっ
て規制されており、監査手続きおよび報告要件は37のベ
トナム監査基準に基づいて規定されています。
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税務：主要な規制の
変更点およびコンプラ
イアンス上の留意点



Doing Business in Vietnam | 2026

ベトナムの税務システム

CIT

20%
標準税率

• 優遇措置: 業種・地域・プロジェクト規模に応じて
10～17％。税負担軽減期間が適用される場合あり。

• グローバル・ミニマム税: 連結売上高が7億5,000万
ユーロ以上の多国籍企業グループに対して15％の実
効下限税率。

• 申告: 四半期ごとの仮申告。(翌年)3月31日までの年
次確定申告。

VAT

10%
標準税率

• 暫定減税: 8％（ただし一定の例外あり）

• その他の適用税率: 0％（輸出、国際輸送）。5％（生
活必需品）。一部のカテゴリーはVAT非課税。

• 申告: 月次申告＝翌月20日まで。四半期申告＝四半期
終了後翌月の最終日まで。

PIT

5-35%
累進税率

• 税務上の居住者: 暦年においてベトナムに183日以上
滞在、または最初の入国日から起算して連続12か月以
内に183日以上滞在すること。

• 非居住者: ベトナム源泉の雇用所得に対して一律20％。

• 申告: 2026年第2四半期より四半期ごとの申告および
源泉徴収。雇用主による年次確定申告は翌年3月31日
まで、直接申告の場合は4月30日まで（雇用所得に適
用）。

FCT

CIT+VAT
• 対象範囲: 物品、サービス、ロイヤルティ及び類似の
取引に係るクロスボーダー支払い。

• 税率: 取引の種類に応じてVATおよびCITが異なる税
率で適用されます（VAT：0～5％、CIT：0.1～
10％）。

• 申告: 都度申告＝支払日から10日以内。または月次申
告＝翌月20日まで。またはデジタルプラットフォー
ムを通じて事業を行う外国事業者向け四半期申告＝四
半期終了後翌月の最終日まで。

契約総額に対する％（直接法）

2024年以降、ベトナムは定例の法改正を超える一連の重要な税制・税務行政改革を導入しています。これらの
変更は総体的に見て、政策の方向性におけるより広範な転換を反映しています。ベトナム経済が成熟し、世界
市場により統合されるにつれて、政策の優先事項は、投資誘致と経済成長の支援を主眼とするものから、財政
の持続可能性の強化、透明性の向上、税務行政の近代化にも重点を置くものへと進化してきました。

最近の改革は、以下の4つの戦略的目標を支援するものと思われます。

• 税基と歳入の持続可能性を強化すると同時に、競争上の手段としての税制優遇措置への依存を徐々に低減す
ること。

• 電子インボイス、データ統合、リスクベースのコンプライアンス監視の活用拡大を通じて、デジタル税務行
政を加速すること。

• 取引の可視性を向上させ、非公式経済を減少させることにより、透明性とコンプライアンスを強化すること。

• 国際基準との整合性を図り、グローバルサプライ・チェーンにおけるベトナムの地位と、進化する国際税制
のフレームワークに対応すること。

ベトナムの最近の税務行政改革のアジェンダ

ベトナムの事業活動に適用される主な税金
ほとんどの事業活動に適用される主な税金には、法人税（CIT）、付加価値税（VAT）、雇用所得に関する個
人所得税（PIT）、および特定のクロスボーダー取引に関する外国契約者税（FCT）が含まれます。さらに、
特定の活動により、特別消費税（SST）、天然資源税、財産税、輸出入関税、環境保護税などのその他の税
金・関税が課される場合があります。
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税制・政策および国際税務の開発

法人税（CIT）

物理的拠点を有しない外国企業であっても、ベトナム源泉所得、特に電子商取引お
よびデジタル・プラットフォームを通じて得られる所得を有する場合には、CITの課
税対象となることが明確に規定されました。また、ベトナムの税務上、デジタル・
プラットフォームは恒久的施設を構成する場合があります。

外国企業への適
用範囲の拡大

中小企業向けの
段階的CIT税率
の導入

標準CIT税率20％に加え、適用要件を満たす企業については、(売上高VND 30億未
満の場合)15％、(売上高VND 30億～VND 500億の場合)17％の軽減税率が導入され
ます。

非課税所得の拡
大

イノベーション、研究開発、デジタル・トランスフォーメーション、グリーン・
ファイナンス関連商品（カーボンクレジット、グリーンボンドなど）および国家投
資支援基金に関連する所得について、新たな非課税措置が適用されます。

国際税務イニシ
アチブとの整合

OECDおよび国連（UN）の原則の導入が認められ、GMTおよびBEPS対策を実施す
るための法的基盤が整備されました。

国会決議に基づき、対象となる財・サービスについて、標準VAT税率が2026年12月
31日までの期間、10％から8％へ一時的に引き下げられます。

VAT税率引下げ

VAT仕入税額控
除・還付要件厳
格化

VATの仕入税額控除に係る証憑要件、非現金決済要件、および投資プロジェクト向
けVAT還付に係る最低累積仕入VAT額（VND 300百万）の要件が強化されます。

VAT免税限度額
の引上げ

2026年1月1日以降、年間売上高がVND 10億未満の個人事業者および個人はVATが
免除されます。

デジタルサービ
ス・電子商取引

デジタル・プラットフォームを通じて国境を越えたサービスを提供する外国事業者
は、ベトナムのVATが標準税率で明確に適用されます。これらの事業者は、納税者
番号を登録し、ベトナム税務当局に直接VATの申告・納付を行うことができます。
その他の事業者については、みなしVAT徴収メカニズムが適用されます。

ベトナム向けにサービスを提供する外国投資家は、VAT登録および価格設定を再確認する必要があります。
一方、ベトナムに子会社を持つ外国投資家は、特にVATの還付可能性に依存する輸出志向型プロジェクト
において、還付の実現可能性を慎重に検討すべきです。

主要な法務開発

ベトナムは、CITに関するLaw No. 67/2025/QH15 を制定しました。これは、2008年に制定され2013年に改
正された前回の法律以来、10年以上ぶりとなるCITフレームワークの包括的な見直しです。同法は2025年10

月1日から施行され、2025課税年度以降に適用されます。なお、詳細な指針はDecree No. 320/2025/ND-CP 

及びCircular No. 20/2026/TT- BTCに定められています。

注目すべき主な変更点 

付加価値税（VAT）
主要な法務開発

ベトナムでは、2025年7月1日より、旧VAT制度に代わり、VAT法（Law No. 48/2024/QH15）が施行されま
した。本法は、Decree No. 181/2025/ND-CPおよびCircular No. 69/2025/TT-BTCにより補足されています。
さらに、2025年12月および2026年4月に採択された改正内容は、2026年1月1日から適用されています。

主な変更点
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法人譲渡人について

• ベトナム事業体の直接譲渡に対する課
税から、ベトナム事業体が関与する間
接譲渡および国境を越えた取引におい
て、申告・源泉徴収義務の範囲が拡大
されます。

• 同一企業グループ内の会社間における
所有権再編取引については、非課税の
考慮が認められます。

• 外国譲渡人の場合、最初の資本譲渡契
約の効力発生日をもって資本譲渡税が
発生します。

• 外国譲渡人については、譲渡益ではな
く譲渡価格に対する定率方式が採用さ
れます。

個人譲渡人について

• 課税対象利益の算定および取得原価を認
識するための裏付書類に関する原則がよ
り明確化されます。取得価格および関連
経費を確定できない場合は、譲渡価格に
対して2％の定率が適用されます。

• 資本譲渡または有価証券譲渡のいずれに
ついても、税務上の居住者および非居住
者の双方に対して同様の取扱いが適用さ
れます。さらに、間接譲渡およびベトナ
ム資産が関与する海外取引に対する税務
管理により重点が置かれます。従来は、
非居住者個人の資本譲渡および有価証券
譲渡の双方に対して一貫して0.1％が適用
されていました。

多国籍企業グループは、資金調達構造、支払利息の損
金算入、移転価格文書化について再検討し、改正され
た定義との整合性を確保する必要があります。

1

ベトナムにおける国内ミニマム課税
（QDMTT）および所得合算ルール（IIR）の
導入・採用。

2

連結売上高がEUR 750百万以上である多国
籍企業グループおよびベトナムに所在する
その構成事業体は、申告義務の対象となり
ます。

3

登録、通知、およびトップ・アップ課税の年
次申告義務ならびに経過措置としてのセー
フ・ハーバーに関する詳細なガイダンス。

資本譲渡税
主要な法務開発 

2025年施行の新たなCIT法およびPIT法の改正に伴
い、資本譲渡税に関する規定にも変更が生じてい
ます。ただし、税務処理は依然として一般のCIT・
PITのフレームワークに統合されており、別個の制
度として独立して規定されているわけではありま
せん。

注目すべき主な変更点

移転価格（TP）
主要な法務開発

2025年3月27日より効力を発するDecree No. 20/2025/ND 

CPは、Decree No. 132/2020/ND-CP を改正し、2024年度
のCIT年度以降に適用されます。TP規制については、
GMTの適用と合わせて、さらなる変更が見込まれます。

注目すべき主な変更点

• 銀行および信用機関からの融資・保証に係る関連者定
義が狭められ、意図しないTPリスクが軽減されます。

• 従来損金算入が認められなかった支払利息については、
経過措置として、引き続き翌期以降5年間にわたり繰
り越すことが認められます。

• OECDのBEPSおよび国別報告書（CbCR）の交換メ
カニズムとの整合性が強化され、2024年度または課
税年度より適用されるGMTに関するコンプライアン
ス規制の施行に備えています。

グローバル・ミニマム課税
（ GMT）
主要な法務開発

ベトナムは、Resolution No. 107/2023/QH15 およ
びDecree No. 236/2025/ND-CPを通じてOECDのピ
ラー2フレームワークを導入しており、2025年10

月15日より効力を発し、2024年度から適用されま
す。

主な注目すべき特徴
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PITの税率区分が7段階から5段階に削減され、中間所得層の負担が軽減されます。累進税率の改正

個人控除および
扶養控除の増額

月次の個人控除額がVND 15.5 百万に、また扶養親族1人あたりの控除額が適格かつ
登録された扶養親族1名につきVND 6.2百万に引き上げられます。

免税限度額の引
上げ

事業を営む個人については、年間売上高がVND 10億までの場合、PITが免除されま
す。

新たな課税所得
および非課税所
得区分

デジタル資産、カーボンクレジット、および特定の新たな資産関連取引から生じる
所得が課税対象に追加されます。ただし、初回譲渡に対する限定的な免税措置や、
デジタル技術産業、イノベーション、ハイテク、スタートアップ分野での就業によ
り得られる所得については対象外となる措置が設けられています。また、特定の給
与所得などを含む新たな非課税所得も導入されました。

デジタルサービ
スVAT

デジタルサービスおよび国境を越えた供給に対するVAT税率が更新され、外国事業
者はベトナムの規制に従って税務登録、請求書発行を行い、直接ベトナム税務当局
に申告・納税することを選択できます。ベトナムに恒久的施設を有さず、ベトナム
の組織・個人を対象に電子商取引またはデジタルプラットフォーム事業を行う外国
事業者には、VATのみなし税率は適用されません。

外国契約者税の
グロスアップ

外国契約者の課税所得の概念が改訂され、FCT控除後のネット契約に対するグロス
アップ処理が含まれます。具体的には、外国契約者がみなし申告方式の対象となる
場合、CIT部分の課税所得にはVATが含まれるようになりました。

VATおよびCIT
のみなし税率

VATおよびCITの課税所得に対するみなし税率について、適用の追加およびより明
確なガイダンスが提供されました。

外国人雇用主は、給与計算システム、駐在員向け税負担調整モデル（タックス・イコライゼーション）、およ
び従業員への周知対応を更新する必要があります。特に、派遣社員や高所得の専門家については十分な注意が
求められます。

個人所得税（PIT）
主要な法務開発

2025年PIT法は2025年12月10日に可決され、2026年7月1日より効力を発します。ただし、給与所得、税額控
除、控除に関する一部の規定については、2026年1月1日より適用されます。

注目すべき主な変更点

外国契約者税（FCT）
主要な法務開発

FCTに関する中核的かつ最新の規制フレームワークは、依然としてCircular No. 103/2014/TT-BTCです。この
規制の下では、みなし方式が最も一般的な方式であり、申告方式およびハイブリッド方式は、適用に際して
条件が課されます。

上記の中核的規定に加え、FCT徴収制度におけるVAT部分についてはCircular No. 69/2025/TT BTC 、CIT部
分についてはCircular No. 20/2026/TT BTCにより、みなし税率および課税所得の算定に関する重要な更新が
発布されました。

注目すべき主な変更点
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労働契約

規定に基づき、労働契約は、双方の合意に応じて、有期
契約と無期契約の2種類に分類されます。有期契約の場
合、契約期間は36か月を超えてはなりません。このよう
な契約は通常、2回までしか締結できず、3回目の締結時
には、雇用関係は無期契約に移行しなければなりません。

ただし、外国人従業員、国有投資企業の取締役、高齢従
業員、および経営委員会または代表機関のメンバーなど
の特定の区分については例外が適用され、適用される法
律に従い、有期契約を複数回更新することができます。

2026年7月1日より、電子労働契約が正式に施行されま
す。Decree No. 337/2025/ND-CPに基づき、雇用主は紙
ベースの契約に代えて電子労働契約を使用することが推
奨されています。

試用期間

試用期間は、労働契約内で合意することも、別途の試用
契約で定めることもできます。各職位につき試用期間は
1回のみとされ、役割や要件に応じて6日から180日間の
範囲となります。雇用主は、法定の上限を超えないよう、
試用期間の計算に注意を払う必要があります。

試用期間中の給与は、双方の合意により定められ、当該
職位の合意給与の85％以上でなければなりません。

ベトナムの雇用規制を取り巻く環境は、2026年1月1日より効力を発する雇用法第74/2025/QH15号の導入によ
り変化しており、労働登録、労働力情報、雇用報告、および失業保険コンプライアンスにより重点が置かれて
います。労働法典は依然として雇用関係を規制する主要な法的フレームワークですが、これらの動向は、デー
タに基づく労働市場管理と雇用主のコンプライアンスへのより強い焦点を示しています。

同時に、同じく2026年1月1日より効力を発する個人データ保護法（Law No. 91/2025/QH15）は、雇用ライフ・
サイクル全体を通じた従業員の個人データの収集、使用、管理について、より広範なコンプライアンス要件を
導入します。

このセクションでは、ベトナムの投資家にとって主要な労働・雇用上の考慮事項を概説しており、採用・募集、
外国人労働者の雇用、雇用条件と継続的な雇用主の義務、および雇用の終了を網羅しています。

ベトナムの労働・雇用

募集・採用

労働契約

有期契約 無期契約

• 期間: 固定（36か月以内）

• 更新: 制限あり

• 使用例: プロジェクトベー
ス／永続雇用への移行

• 期間: 終了日の定めなし

• 更新: 不要

• 使用例: 永続的な人員需要

外国人労働者について

ベトナムの外国人労働法

外国人は、ベトナム人労働者がまだ適格では
ない管理職、経営幹部、専門職、または技術
職に限り認められています。

労働法典に基づき、外国人従業員はベトナム
人従業員と同様の権利および福利厚生を享受
する権利を有しますが、現地採用契約または
プロジェクト・ベースの派遣のいずれの場合
であっても、ベトナムで合法的に就労するに
は、有効な労働許可証または労働許可証免除
証明書を取得しなければなりません。

外国人労働者の労働許可証

ベトナムにおける外国人従業員の労働許可証
の有効期間は最長2年間であり、一時滞在
カードの取得に必要となります。有効期限
（延長許可を含む）が切れた場合には再申請
が必要です。Decree No. 219/2025/ND-CP お
よびDecision No. 346/QD-BNVを含む最近の
規制により、行政手続きは合理化されていま
す。労働許可証免除が適用される場合であっ
ても、コンプライアンス上の理由から労働許
可証免除証明書が依然として必要となります。

外国人労働者の労働契約

ベトナムで就労する外国人従業員は、（ベト
ナム語版を含む）書面による労働契約を締結
しなければならず、その契約期間は労働許可
証の有効期間を超えてはなりません。記載内
容に相違がある場合は、ベトナム語版が優先
されます。

外国人従業員は一般的に強制社会保険および
健康保険の適用対象となりますが、失業保険
は適用されません。
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労働時間および休暇制度

賃金および強制保険

地域I

地域II

地域III

地域IV

VND 5,310,000/月 (VND 25,500／時間)

VND 4,730,000/月 (VND 22,700／時間)

VND 4,140,000/月 (VND 20,000／時間)

VND 3,700,000/月 (VND 17,800／時間)

保険の種類および保険料率

ベトナムの強制保険制度は、社会保険
（SI）、健康保険（HI）、失業保険
（UI）で構成されます。拠出は一般に、
労働契約に定められた月給に基づき雇
用主と従業員の双方が行い、法定上限
の適用を受けます。無期労働契約また
は1か月以上の有期労働契約に基づき
働くベトナム人従業員は、適用される
社会保険、健康保険、雇用に関する規
定に従い、原則として強制SI、HI、お
よび2026年1月1日からはUIの適用対象
となります。

SI HI UI 合計

現地従業員について

従業員

雇用主

外国人従業員について

従業員

雇用主

8%

17.5%

8%

17.5%

1.5%

3%

1.5%

3%

1%

1%

N/A

N/A

10.5%

21.5%

9.5%

20.5%

労働時間 残業

1日最大8時間、または週最大48時間。

週単位の勤務スケジュールの場合、労働
時間は柔軟に調整可能ですが、1日10時間
または週48時間を超えてはなりません。

午後10時から午前6時までの間に行われる
労働は、夜間勤務とみなされます。

通常の1日労働時間の最大50％までとし、月
40時間、年200時間を超えてはならず、認め
られた場合には年300時間までとします。

夜間に行われる残業には、適用される残業割増
率および30％の夜間勤務割増に加えて、さらに
20％の割増が適用されます。

残業割
増率

150% 平日

200% 週休日

300% 祝日
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情報源: VGP

Legal references: Law on Social Insurance 2024 and Decree No. 158/2025/ND-CP; Law on Health Insurance, as 

amended, and Decree No. 188/2025/ND-CP; Law on Employment 2025 and Decree No. 374/2025/ND-CP.

祝日

年間12日
の有給休暇

年次有給休暇

年間12日
の有給休暇（最低）

勤続5年ごとに
1日追加付与

産休

6～7か月
の有給休暇

• 第1子：6か月

• 多胎出産：7か月
（第2子以降は子ども1

人につき1か月追加）

社会保険の有給休暇

妊婦健診、流産、
病気休暇、病気の子
の看護休暇など

3日
の有給休暇

• 本人の結婚

• 父母、配偶者または
子の死亡

結婚・忌引休暇

最低賃金

Decree No. 293/2025/ND-CP
（2026年1月1日施行）により、
右記のとおり労働契約に基づく従
業員の地域別最低賃金が定められ
ており、地域Iから地域IVまでの4

段階に区分されています。

1日
の有給休暇

• 子の結婚
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ベトナムにおける労働契約の終了は複雑であり、労
働法によって規定されています。適用される手続き、
予告期間、および退職手当は、終了事由および労働
契約の種類によって異なります。

退職手当

ベトナムでは、2019年労働法第46条に基づき、常用
労働者として少なくとも12か月間勤務した従業員に
対して、雇用主は退職手当（該当する場合）を支払
う責任を負います。

手当の額は、対象となる勤務期間1年につき半月分
の賃金に相当します。対象期間は、実際の総勤務期
間に基づいて算定され、失業保険の加入期間および
既に退職手当または失業手当が支払われた期間は除
外されます。6か月以下の期間は半年として計算さ
れ、6か月を超える期間は1年として計算されます。

予告期間

雇用主は、2019年労働法第36条に定められた場合に
おいて、以下の所定の予告期間を遵守することを条
件に、労働契約を一方的に終了する権利を有します。

これらの法定予告期間は義務的なものであり、変更
できるのは、法律で明示的に認められている場合、
または労働協約が従業員にとってより有利な条件を
定めている場合に限られます。

労働契約の終了

44

退職制度
法定退職年齢は、2019年労働法およびDecree 

135/2020/ND-CPに基づくロードマップに従い、引
き続き段階的に引き上げられます。退職年齢は、男
性が2028年に62歳、女性が2035年に60歳に達する
まで、毎年男性は3か月、女性は4か月ずつ引き上げ
られます。2026年における退職年齢は、男性が61歳
6か月、女性が57歳となります。

2024年社会保険法（2025年7月1日施行）では、年
金受給資格に必要な最低加入期間が20年から15年に
短縮され、より多くの労働者が年金給付および無料
の医療保険給付を受ける資格を得られるようになり
ます。

2025年7月1日以降、新たに社会保険に加入する従業
員は、この法律で定められた特定のケース（定年に
達したが社会保険の加入期間が15年未満の場合、海
外に永住移住する場合、がん、麻痺、エイズなどの
重篤な疾患に罹患している場合など）を除き、一時
金（脱退一時金）を受給することはできなくなりま
す。

Decree No. 162/2026/ND-CPに基づき、年金、社会
保険手当、および月次給付は、2026年6月の給付額
を基準として、2026年7月1日から対象受給者に対し
て8％増額されます。調整後の額は、将来の年金調
整の基準となります。

3営業日（最低）

契約期間が12か月未満の労働契約について

30日（最低）

有期労働契約（12か月から36か月）について

45日（最低）

無期労働契約のについて
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Grant Thornton (Vietnam) Limited

業務プロセス・ソリューション

会計サービス • 会計アドバイザリー • 

税務コンプライアンスサービス •  

給与計算サービス業務プロセス改善

Grant Thornton (Vietnam) Limitedは、1993年に設立され、世界有数の会
計・コンサルティング・ネットワークであるGrant Thornton International

の独立したメンバー・ファームです。

監査・保証業務

法定監査・IFRS監査 • 財務諸表のレビュー •

財務情報の作成業務 • クロスボーダー監査 •

US GAAP監査 • 合意された手続業務

国際財務報告に関する
アドバイザリーサービス

IFRS財務諸表へのコンバージョン
および作成支援 • 新基準の導入支援

税務サービス

市場参入・ライセンス取得支援 • 税務
デューデリジェンス • 税務アドバイザ
リー • 関税および国際税務プランニング
• 税務ヘルスチェック • 移転価格税制

アドバイザリーサービス

合併・買収（M&A）• 取引アドバイザリー
サービス •  評価 • 事業再生 • リストラク
チャリング • ビジネスリスクサービス

コーポレート • セクレタリアル • サポート
サービス • オフショアアドバイザリー、
オフショア法人設立及び会社設立サービス

主要数値・実績

Trinh Thi Tuyet Anh

Director

Business Development and International Liaison 

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9170)

E anh.trinh@vn.gt.com

LinkedIn: anhtrinhgtv

Doing Business in Vietnamおよび弊社のサービスに関する詳細は、下記までお問い
合わせください。

ベトナムでの
設立からの年数

33年
Hanoiおよび
Ho Chi Minh市

2拠点 
ベトナム国内
の従業員

380名以上
ベトナム国内
のパートナー

12名
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お問い合わせ

Valerie Teo

Partner, Head of Tax Services of 
HCMC Office

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9235)

E valerie.teo@vn.gt.com

Le The Viet

Senior Partner, Audit and 
Assurance Services

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1622)

E viet.le@vn.gt.com

Nguyen Tuan Nam

Senior Partner, Head of Audit and 
Assurance Services of Hanoi Office

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1617)

E tuannam.nguyen@vn.gt.com

Nguyen Thi Vinh Ha

Senior Partner, National Head of 
Advisory Services

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1600)

E vinhha.nguyen@vn.gt.com

Nguy Quoc Tuan

Senior Partner, National Head of 
Audit and Assurance Services

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9180)

E tuan.nguy@vn.gt.com

Nguyen Chi Trung

Chairman and CEO

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1616)

E chitrung.nguyen@vn.gt.com

Nguyen Dao Thanh Thao

Partner, Audit and Assurance Services

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9162)

E thao.nguyen@vn.gt.com

Nguyen Hong Ha

Partner, Audit and Assurance Services

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1601)

E hongha.nguyen@vn.gt.com

Nguyen Manh Tuan

Senior Partner, Head of Audit and 
Assurance Services of HCMC Office

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9184)

E manhtuan.nguyen@vn.gt.com

Le Minh Thang

Senior Partner, National Head of 
Business Process Solutions 

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9219)

E minhthang.le@vn.gt.com

Hoang Khoi

Senior Partner, National Head of 
Tax Services

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1618)

E khoi.hoang@vn.gt.com

Kenneth Atkinson

Founder and Senior Board Adviser

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9108)

E ken.atkinson@vn.gt.com

Daniel De Waal

Partner, Audit and Assurance Services

T + 84 28 3910 9100 (Ext: 9131)

E daniel.dewaal@vn.gt.com 
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国内外との連携

仁科 仁

Director

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9208)

E nishina.jin@vn.gt.com

ジャパンデスク

弊社のジャパンデスクは、バイリンガルによるサ

ポートと実務に即した規制対応の専門知識を通じ

て、日本企業がベトナムで安心して事業を展開で

きるよう支援しています。Grant Thornton Japan

との合弁事業の強みを活かし、日本人専門家がお

客様一人ひとりのニーズに応じたソリューション

を提供し、ベトナムのビジネス環境への対応と事

業展開の拡大を支援します。

谷口 雅宣

Director

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1696)

E masanobu.taniguchi@vn.gt.com

弊社のコリアデスクは、バイリンガル対応力と韓

国のビジネス文化、ならびにベトナムの規制環境

に対する深い理解を強みとしています。韓国企業

の現地パートナーシップ構築を支援するとともに、

お客様のニーズに応じた実践的なソリューション

を提供し、事業上の課題解決、コンプライアンス

の確保、およびベトナムにおける持続的な成長の

実現を支援します。

コリアデスク

Valerie - Teo Liang Tuan (张良端)

Partner, Head of Tax Services of 

HCMC Office

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9235)

E valerie.teo@vn.gt.com

業界に関する幅広い知見、税務・監査・アドバ

イザリーサービスにおける豊富な実績、バイリ

ンガル対応が可能な専任スペシャリストチーム、

そしてGrant Thorntonのグローバルネットワー

クを駆使し、お客様の市場戦略の策定・実行を

的確に導くアドバイスを提供いたします。ベト

ナムでの事業運営に伴う様々な課題を乗り越え、

お客様の成功を実現するためのサポートをいた

します。

チャイナデスク

Lac Boi Tho  

Director, Tax Services

T +84 28 3910 9100 (Ext: 9240)

E tho.lac@vn.gt.com

Doan Thi Huong Ly

Director

T +84 24 3850 1686 (Ext: 1655)

E Ly.Doan@vn.gt.com
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